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平成21年5月12日

都道府県医師会

社会保険担当理事　殿

日本医師会常任理事

　　　　藤　原　　淳

特定疾患治療研究事業等に係る高額療養費制度の見直しに伴う

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の改正について

　平成21年4月10日付（保7）　『特定疾患治療研究事業等に係る高額療養費制度の見直し

に伴う「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の改正について（予告）』により事前

にご案内しておりますとおり、特定疾患治療研究事業および小児慢性特定疾患治療研究事業

（以下「特定疾患治療研究事業等」という。）に係る高額療養費制度について、　「健康保険

法施行令等の一部を改正する政令」　（平成21年政令第135号）、　「健康保険法施行規則等

の一部を改正する省令」　（平成21年厚生労働省令第108号）および関係告示が、平成21年

4月30日に公布され、平成21年5月1日より施行することとなり、それに伴い「診療報酬

請求書等の記載要領等について」等の改正が行われましたのでご連絡申し上げます。

　特定疾患治療研究事業等に係る高額療養費の自己負担限度額（月）につきましては、患者

の所得区分にかかわらず、レセプト単位で一律「一般所得者」の自己負担限度額を適用して

高額療養費が支給されてきたところでありますが、今般、特定疾患治療研究事業等の対象療

養に係る自己負担限度額について、都道府県において所得が把握されていること等を踏まえ、

原則どおり患者の所得に応じた額として取扱い、併せて入院のみを対象として、多数回該当

の場合の自己負担限度額の軽減を行うこととなりました。

　また、本改正により、平成21年5月1日以降、特定疾患医療受給者証および小児慢性特

定疾患医療受診券（以下「受給者証等」という。）に「所得区分」を記載する欄が追加され

ることとなります。

　これに伴い、医療課長通知「診療報酬請求書等の記載要領等について」　（昭和51年8月

7日保険発第82号）および「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」　（平成18年3

月30日保医発第0330008号）について、特定疾患治療研究事業等の受給者証等が提示され

た場合、当該受給者証等に記載されている「所得区分」に応じて、特記事項欄に「17上位」

「18一般」　「19低所」と記載し、入院において多数回該当に該当した場合には、特記事項

欄に「22多上」　「23多一」　「24多低」と記載するよう改正されたものであります。

　なお、順次、受給者証等に「所得区分」が追記されることとなりますが、受給者証等の更



新が平成21年5月1日に間に合わない場合には、患者からの提示パターンに応じて、次の

ようなレセプト記載の取扱いを行うこととなります。（提示パターン①のレセプト記載の取

扱いにつきましては、平成21年4月10日付（保7）によりお知らせした取扱い方法から変

更された取扱いとなりますので、ご留意ください。）

提示パターン レセプト記載の取扱い

① 更新前の受給者証（所得区分の記載なし）のみ 特記事項へは記載しない

②
更新前の受給者証＋「3割」の記載がある高齢受

去ﾒ証
すべて「現役並み」で記載

③
更新前の受給者証（改正前の様式の余白等に所得

謨ｪの記載がある場合）

余白等に記載されている「所得

謨ｪ』に応じた記載

④ 更新前の受給者証＋限度額適用認定証
限度額適用認定証のr適用区

ｪ』に応じた記載

つきましては、貴会会員への周知方ご高配賜わりますようお願い申し上げます。

〈添付資料〉

・健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号）

・健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108号）

・健康保険法施行令第四十一条第七項の規定に基づき、健康保険法施行令第四十一条第七

　項の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付（平成21年厚生労働省告示

　第290号）

・健康保険法施行令第四十一条第九項の規定に基づき、健康保険法施行令第四十一条第八

　項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治療及び疾病（昭和59年厚生労働省告示第156

　号）の一部改正（平成21年厚生労働省告示第291号）

・健康保険法施行令第四十二条第九項第二号の規定に基づき、健康保険法施行令第四十二

　条第八項第二号の規定に基づき厚生労働大臣が定める疾病（平成18年厚生労働省告示

　第489号）の一部改正（平成21年厚生労働省告示第292号）

・高齢者の医療の確保に関する法律第七十四条第二項及び第七十五条第二項の規定に基づ

　き、後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額（平成19年厚生労

　働省告示第395号）の一部改正

・高齢者の医療の確保に関する法律施行令第十四条第六項の規定に基づき、高齢者の医療

　の確保に関する法律施行令第十四条第五項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治療

　及び疾病（平成19年厚生労働省告示第397号）の一部改正

　　（平21．4．30官報（号外第92号）抜粋）

・健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部を改正する

　省令等の施行について

　　（平21．4．30　保発第04300001号　厚生労働省保険局長）

・「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

　　（平21．4．30　保医発第0430001号　厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官）
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官木曜日平成21年4月30日
　
間
で
あ
っ
て
昭
和
三
十
六
年
四
月
一
日
以
後
の
期
間
（
二
十
歳
に
達
し
た
日
前
の
期
間
及
び
六
十
歳
に
達
し
た
日
後
、

　
の
期
間
に
係
る
も
の
並
び
に
昭
和
三
十
六
年
四
月
一
．
日
か
ら
昭
和
五
十
六
年
十
二
月
三
十
一
・
日
ま
で
の
期
間
の
う

　
ち
、
当
該
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
が
旧
本
国
箱
を
有
し
て
い
な
か
っ
た
期
間
に
係
る
も
の
を
除
く
．
）
の
う

　
ち
、
昭
和
六
十
一
年
三
月
三
十
一
日
以
前
a
期
間
に
係
る
も
の
は
、
基
準
永
住
帰
国
田
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過

　
し
た
日
以
後
、
旧
被
保
険
者
期
間
と
み
な
し
、
昭
和
六
十
［
年
四
月
一
日
以
後
の
期
洞
北
係
み
も
の
は
、
基
準
永
住

　
帰
国
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
し
た
日
以
後
、
新
被
保
険
者
期
間
と
み
な
す
？

　
一
　
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第

　
　
百
十
五
号
．
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
『
旧
厚
生
年
金
保
険
法
」
と
い
う
．
）
に
よ
る
脱
退
手
当
金
（
昭
和
六
十
年
法

　
　
律
第
三
十
四
号
附
則
第
七
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
旧
厚
生
年
金
保
険
法

　
　
に
よ
る
脱
退
手
当
金
又
ば
通
算
年
金
制
度
を
創
除
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
三
十

　
　
六
年
法
律
箒
百
八
十
二
号
．
次
号
に
お
い
て
「
法
律
第
百
八
十
二
号
』
と
い
う
。
）
附
則
第
九
条
若
し
く
は
厚
生
年

　
　
金
保
険
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
．
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
号
）
附
則
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
脱
退
手
当

　
　
金
を
含
む
。
）

　
二
　
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
篤
七
十
三

　
　
号
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
［
旧
船
員
保
険
法
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
脱
退
手
導
金
（
昭
和
六
十
年
法
籍
第
三
十
四

　
　
号
附
則
第
八
十
六
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
旧
船
員
保
険
法
に
よ
る
脱

　
　
退
手
当
金
又
は
法
律
第
百
人
十
二
号
附
則
第
十
五
条
若
し
く
は
船
員
保
険
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
四

　
　
十
年
法
律
第
百
五
号
）
附
則
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
脱
退
手
当
金
を
含
む
。
）

　
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
旧
被
保
険
者
期
間
と
み
な
さ
れ
た
期
間
の
う
ち
、
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
も
四
号
附
則
第
八

　
条
第
五
項
第
七
号
に
掲
げ
る
期
間
に
係
る
も
の
に
b
い
て
は
、
同
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
．

　
■
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
旧
被
保
険
者
期
間
又
は
新
被
保
険
者
期
間
と
み
な
さ
れ
た
期
間
に
係
る
法
第
十
三
条
の
規

　
定
の
適
用
に
つ
い
て
ば
、
同
条
第
二
項
中
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
『
同
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の

．
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
砂
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
令
、
（
平
成
八
年
政
令
第
十
八
号
）
附
則
第
四
条
第
一
項
」

　
と
、
、
同
条
第
三
項
中
『
第
一
項
］
と
あ
召
の
は
「
第
一
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
因
の
促
進
及
び
永
住

　
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
ず
る
法
律
施
行
令
附
則
第
四
条
第
一
項
」
と
す
る
．
　
　
　
　
　
　
．

　
げ
る
脱
退
一
時
金
の
支
給
を
受
け
た
者
の
当
該
脱
退
一
．
時
金
の
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
っ
た
期
間
に
係
る
共
済
組
合

　
の
組
合
員
で
あ
っ
た
期
間
で
あ
っ
て
昭
和
三
十
六
年
四
月
一
日
以
後
の
期
間
（
二
十
歳
に
達
し
た
日
前
の
期
間
及
び
●

　
六
十
歳
に
達
し
た
日
後
の
期
間
に
係
る
も
の
並
び
に
昭
和
三
十
六
年
四
月
一
β
か
ら
昭
和
五
十
六
年
十
二
月
三
十
一

　
日
ま
で
の
拐
間
の
う
ち
、
当
該
永
住
帰
国
し
た
中
区
残
留
邦
人
等
が
日
本
国
籍
を
有
し
て
い
な
か
っ
た
期
間
に
係
る

　
も
の
を
除
く
．
）
の
う
ち
、
昭
和
六
十
一
年
三
月
三
十
一
日
以
前
の
期
待
に
係
る
も
の
は
、
基
準
永
住
帰
国
日
か
ら
起

　
算
し
て
一
年
を
経
過
し
た
日
以
後
、
旧
被
保
険
者
期
間
乏
み
な
し
、
昭
和
六
十
一
年
四
月
一
日
以
後
の
期
間
に
係
る

　
も
の
は
、
基
準
永
住
帰
国
旧
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
し
た
日
以
後
、
新
被
保
険
者
観
閲
と
み
な
す
。

　
｝
・
国
家
公
務
員
等
共
済
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
百
五
号
．
以
下
こ
の
号
及
び

　
　
第
一
二
号
誉
ギ
「
昭
和
六
＋
年
国
塞
賛
共
護
正
法
」
と
い
う
．
）
董
条
の
規
定
に
蓉
改
正
前
の
裏

　
　
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
。
同
号
に
お
い
て
「
旧
国
家
公
務
員
等
共
済
組
合

　
　
法
」
と
い
う
．
）
に
よ
る
脱
退
一
持
金
（
昭
和
六
十
年
国
家
公
務
員
共
済
改
正
法
附
則
第
六
十
一
条
の
規
定
に
よ
る

　
脱
退
一
時
金
を
含
む
．
）

　
二
　
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
等
の
　
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
百
八
号
．
以
下
こ
の
矧
に
お

　
　
い
て
「
昭
和
六
十
年
地
方
公
務
員
共
済
改
正
法
］
と
い
う
。
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
公
務
員
等
共

　
　
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年
…
法
律
第
百
五
十
二
号
）
に
よ
る
脱
退
一
時
金
（
昭
和
六
十
年
地
方
公
務
員
共
済
改
正

　
　
法
附
則
第
四
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
脱
退
一
時
金
を
含
む
。
）

第
五
条
　
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
で
あ
っ
て
、
平
成
二
十
一
年
改
正
政
令
の
施
行
の
日
前
に
お
い
て
次
に
掲

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

　
三
　
私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
等
の
画
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
百
六
号
．
以
下
こ
の
号
に

　
　
お
い
て
「
昭
和
六
十
年
私
立
学
校
教
職
員
共
済
改
正
法
」
ど
い
う
。
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
私
立
学
校

　
．
教
職
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
●
第
二
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
旧
国
家
公
務

　
　
員
等
共
済
組
合
法
に
よ
る
脱
退
一
侍
金
人
昭
和
六
十
年
私
立
学
校
教
職
員
共
済
改
正
法
第
』
条
の
規
定
に
よ
る
改

　
　
正
衝
の
私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
第
四
十
八
条
の
二
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
昭
和
六
十
年

　
　
国
家
公
務
員
共
済
改
正
法
附
則
第
六
十
［
．
条
の
規
定
に
よ
る
脱
退
一
時
金
を
含
む
．
）

　
四
度
淋
漁
業
団
体
職
員
共
済
組
合
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
席
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
百
七
号
．
以
下
こ
の
号
に

　
　
お
い
て
『
昭
和
六
十
年
農
林
漁
業
団
体
職
員
共
済
改
正
法
」
と
い
う
．
）
に
よ
る
改
正
前
の
農
林
漁
業
団
体
職
員
共

　
　
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
九
十
九
号
）
に
よ
る
脱
退
一
時
金
（
昭
和
六
十
年
農
林
漁
業
団
体
職
員
共
済

　
　
改
正
法
附
則
第
五
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
脱
退
一
時
金
を
含
む
．
）

　
五
　
国
家
公
務
員
及
び
公
共
企
業
体
職
員
に
係
る
共
済
組
合
制
度
の
統
合
等
を
図
る
た
め
の
国
家
公
務
員
共
済
組
合
．

　
　
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
八
年
法
律
第
八
十
二
号
．
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
『
昭
和
五
十
八
・
年

　
　
改
正
法
」
・
と
い
う
．
）
附
則
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
公
共
企
業
体
職
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
一
年

　
　
法
律
第
百
三
十
四
号
）
に
卦
る
脱
退
一
時
金
（
昭
和
五
十
八
年
改
正
法
附
則
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
脱
退

　
　
一
時
金
を
含
む
．
）

2
前
項
の
規
定
に
よ
り
旧
被
保
険
者
期
間
又
は
新
被
保
険
者
，
期
間
と
み
な
さ
れ
た
期
間
に
係
る
法
第
十
三
条
の
規
定

　
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
瓜
中
「
同
項
」
と
あ
5
の
は
「
同
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
・

進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
席
施
行
令
（
平
成
八
年
政
令
第
十
八
号
）
附
則
第
五
条
第
一
項
」

と
、
同
条
第
三
羽
中
㍉
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住

帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
令
附
則
第
五
条
第
だ
項
」
と
す
る
。

　
　
附
　
則
．

　
こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
．
　
・
　
　
　
　
　
　
　
・

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
内
閣
総
理
大
臣
霞
時
代
理

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
国
務
大
臣
　
河
村
建
夫

健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
．

　
御
　
名
　
　
御
　
璽

平
成
二
十
一
年
四
月
三
十
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

　
　
国
務
大
臣
　
河
村
　
建
夫

政
令
第
百
三
十
五
号

　
　
　
健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
内
閣
は
、
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
十
五
条
第
二
項
（
同
法
第
百
四
十
九
条
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
．
）
、
防
衛
省
の
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
六
十
六
号
）
第
二

十
二
条
第
一
夏
、
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
捧
第
七
十
三
号
）
第
三
十
一
条
ノ
云
第
二
項
、
国
家
公
務
員
共
済
組

合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
人
号
）
第
六
十
条
の
二
第
二
項
（
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和
二
十
八
年

法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
二
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
．
）
、
国
民
健
康
保
険
法
（
昭
和
三
十
三
年
法

律
第
百
九
十
二
号
》
第
五
十
七
条
の
二
第
二
項
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
セ
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）

第
六
十
二
条
の
二
第
二
項
及
び
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
第
八
十
四

条
第
二
頂
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
．

」



54（号外第92号）報官木曜日平成21年4月30日

3
　
自
衛
官
等
が
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
■
（
特
定
給
付
対
象
療
養
（
当
該
自
衛
官
等
が
第
五
項
砂
規
定
に
よ
る
防

　
衛
大
臣
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
療
養
を
除
く
．
）
の
う

　
ち
、
治
療
方
法
が
砧
立
し
て
い
な
い
疾
病
そ
の
他
の
疾
病
で
あ
っ
て
長
期
に
わ
た
ウ
療
養
を
必
要
と
す
る
も
の
に

　
つ
い
て
、
そ
の
治
療
方
法
に
関
す
る
研
究
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
そ
の
療
養
に
必
要
な
費
用
の
負
担
を
軽

　
減
す
る
た
め
の
医
療
に
関
す
る
給
付
と
し
て
防
衛
大
臣
が
定
め
る
も
の
が
行
わ
れ
る
べ
き
も
の
を
い
う
．
次
条
第

　
三
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
家
養
を
受
け
た
自
衛
官
等
が
防
衛

　
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
防
衛
大
臣
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
の
認
定
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、

　
当
該
自
衛
官
等
が
同
一
分
月
に
そ
れ
ぞ
れ
「
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
急
療
養
に
係
る
第
一

　
項
第
一
号
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
が
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
同
母
イ
か
ら
二

　
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
金
額
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
．

　
第
十
七
条
の
六
の
二
第
四
項
中
「
前
条
第
四
項
」
を
「
前
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同

条
第
三
項
中
「
前
条
第
三
項
」
を
「
前
条
第
四
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次

の
一
項
を
加
え
る
．

3
　
前
条
第
三
項
⑳
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る

金
額
と
す
る
．

　一

謌
鼾
�
第
一
号
に
掲
げ
る
者
八
万
百
円
と
、
前
条
第
．
一
項
第
一
号
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
係
る

　
　
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
つ
き
防
衛
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当

　
　
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
に
満
た
な
い
と
き
は
、
二
十

　
　
六
万
七
千
円
）
か
ら
二
十
六
万
七
千
円
を
控
除
し
た
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額
（
そ
の
金
額
に
一

　
　
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て

　
　
た
金
額
と
し
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
金
額
と
す
る
．
）

　
　
と
の
合
算
額
へ
た
だ
し
、
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
入
院
療
養
へ
第
十
七
条
の
三
第
一
項
第
五
号
に
指

　
　
げ
る
療
養
（
当
該
療
養
と
併
せ
て
行
う
同
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
療
養
を
含
む
．
）
を
い
う
．
以

　
．
下
い
〕
の
号
及
び
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養

　
　
費
（
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
を
受
け
た
自
衛
官
等
が
そ
れ
ぞ
れ
同
一
の
病
院
又

　
　
は
診
療
所
か
ら
受
け
た
入
院
療
養
に
係
る
む
の
で
あ
っ
て
、
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
・
）
が
支

　
　
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
人
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
『
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養

㌔
多
数
回
警
の
場
合
」
と
い
え
募
っ
て
楼
四
万
四
千
四
百
円
と
言
　
　

．
・

項
第
喜
力
ら
第
一
二
婁
で
に
掲
げ
る
嚢
を
含
む
」
を
い
う
．
以
下
こ
の
遷
お
い
て
同
じ
・
）
」
を
削
り
・
「
第
＋

七
条
の
六
董
．
璽
を
「
筆
七
参
六
第
四
項
」
に
改
め
倉
同
条
第
三
票
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
中
「
第
四
項
」

　
を
『
第
五
項
」
に
改
め
る
。

　
（
船
員
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条
　
船
員
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
四
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
第
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
七
項
」
を
『
第
八
項
」
に
改
め
、
伺
項
第
二
号
中
『
第
八
項
」
を
『
第
九
風
」
に

改
め
、
同
条
第
五
番
「
及
び
薯
項
第
三
号
」
を
「
、
第
七
項
第
三
号
及
び
第
八
項
第
三
号
」
に
改
め
・
同
条
第

六
事
「
第
八
項
」
を
「
盗
の
建
に
よ
建
△
藻
斧
書
の
髪
を
受
け
霧
合
に
著
る
同
遷
察
す

　
　
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
考
十
五
万
円
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
係
る

　
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
つ
き
防
衛
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当

　
骸
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額
（
そ
の
額
が
五
十
万
円
に
満
た
な
い
と
き
は
、
五
十
万
円
Y

　
カ
ら
工
十
万
円
を
控
除
し
た
金
額
に
百
分
の
輯
を
乗
じ
て
得
売
金
額
（
そ
の
金
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る

　
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
金
額
と
し
ぐ
そ
の
端

　
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
金
額
と
す
る
．
）
と
の
合
算
額
。
た
だ
し
、

三特

�
ｶ
駿
羅
療
護
藷
畷
罐
婁
獄
雛
細
難
畢
姦

　
回
該
当
の
場
合
に
あ
．
つ
て
は
、
二
万
四
千
六
百
円
と
す
る
．

第
＋
七
誘
六
の
一
二
第
蚕
中
『
（
第
＋
七
条
の
三
茎
項
奎
号
に
掲
げ
る
嚢
（
当
嚢
慧
併
せ
て
行
う
回

る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
及
び
当
該
被
保
険
者
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
第
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
『
（
大

正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
）
第
四
十
一
象
第
八
項
』
を
「
第
四
十
一
条
第
九
項
」
に
改
み
、
同
項
を
同
条
第

九
項
と
し
、
同
条
第
七
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
六
項
の
吹
に
次
の
一
項
を
加
え
る
．

7
　
被
保
険
者
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
特
定
給
付
対
象
療
養
（
当
誠
被
保
．
険
音
叉
は
そ

ノ　
の
被
扶
養
者
が
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
社
会
保
険
庁
長
官
の
認
定
を
受
け
た
場
．
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
療

　
養
を
除
く
．
）
の
う
ち
健
康
保
険
法
施
行
令
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
七
項
に
規
定

　
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
が
行
わ
れ
る
べ
き
も
の
を
い
う
．
次
条
第
七
項
に
お
い
て
同

　
ら
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
咳
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
た
被
保
険
者
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
厚

　
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
社
会
保
険
庁
長
官
の
認
定
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
被
保
険

　
者
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
係

　
る
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
額
が
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
同
母
イ
か

　
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
。

　
第
十
条
第
六
項
第
二
号
中
「
次
項
第
二
号
」
を
「
次
項
、
第
八
項
第
二
号
」
に
改
め
、
■
同
条
第
八
項
中
「
前
条
第

八
項
の
」
を
↓
前
条
第
九
項
の
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
前
条
第
八
項
」
を
『
前
条
第
九
項
」
に
、
「
第
四
十
二

条
第
八
項
第
二
号
」
を
『
第
四
十
二
条
第
九
項
第
二
号
」
k
改
め
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
『
前

条
第
七
項
」
，
を
『
前
条
第
八
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
六
項
の
次
に
次
の
一
項
壱
加
え
る
。

7
　
前
条
第
七
項
の
満
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め

　
る
額
と
す
る
．

　
一
　
次
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合
．
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ

　
　
ぞ
れ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
額

　
・
イ
　
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
ル
万
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
ヤ
は
、

　
　
　
四
万
五
十
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に

　
　
　
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の

　
　
　
額
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
十
三
万

　
　
　
三
千
五
百
円
．
以
下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
た
な
い
と
き
は
、
二
十
六
万
七
千
円
）
が
ら
二
十
六
万

　
　
　
七
千
円
を
控
除
し
た
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い

　
　
　
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上

　
　
　
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
額
）
と
の
合
算
額
．
た
だ
し
、
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療

　
　
養
（
入
院
療
養
亙
限
る
．
）
■
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
当
該
特
定
疾
患
給
付
対

　
　
・
象
療
養
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
を
受
け
た
被
保
険
者
又
は
そ
㊨
被
扶
養
者
が
そ
れ
ぞ
れ
同
一
の
病
院
又
は
診

　
　
療
所
か
ら
受
け
た
入
院
療
養
に
係
る
も
の
で
あ
っ
て
、
同
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）
が
支
給

　
　
さ
れ
で
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養

　
　
費
多
数
回
該
当
の
場
合
」
と
い
う
．
）
に
あ
っ
て
は
、
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養

　
　
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
二
万
二
千
二
百
円
）
と
す
る
．

　
　
ロ
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
十
五
万
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
．

　
　
．
七
万
五
千
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に

　
　
　
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
、

　
　
額
（
そ
の
額
が
五
十
万
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
二
十
五
万
円
．
、

　
　
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
同
じ
、
）
に
満
た
な
い
と
き
は
、
五
十
万
円
）
か
ら
五
十
万
円
を
控
除
し
た
額
に
百
分
．

　
　
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
嶋
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭

　
　
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
で
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円

　
　
に
切
り
上
げ
た
額
）
と
の
合
算
額
．
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合

　
　
に
あ
っ
て
は
、
八
万
三
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
四
万
千

　
　
七
百
円
）
と
す
る
．
　
　
　
　
　
　
，

ハ
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
者

．
つ
て
は
、
一
万
七
千
七
百
円
）
．

あ
っ
て
は
、
二
万
四
千
六
百
円

三
百
円
）
と
す
る
．

三
万
五
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ

た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に

（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
一
万
二
斤



56（号外第92号）報官木曜日1平成21年4月30日

、

　
ロ
　
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
十
五
万
円
バ
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
石
も
の
に
あ
っ
て
は
、

　
　
七
万
五
千
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養

　
　
に
つ
き
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額

　
　
（
そ
の
額
が
五
十
万
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
饗
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
二
十
五
万
円
．
以

　
　
下
こ
の
ゴ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
た
な
加
亡
き
は
、
五
十
万
円
》
か
ら
五
十
万
円
を
控
除
し
た
金
額
に
百
分

　
　
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額
（
そ
の
金
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五

　
　
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
金
額
と
し
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き

　
　
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
金
額
乏
す
る
．
）
と
の
合
算
額
．
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額

　
　
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
八
万
三
千
四
真
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る

　
　
も
の
に
あ
っ
て
は
、
四
万
千
七
百
円
）
と
す
る
．

　
ハ
第
一
項
第
一
二
号
に
掲
げ
る
者
三
万
五
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ

　
　
つ
て
は
、
一
万
七
千
七
百
円
）
．
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
訴
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に

　
．
あ
っ
て
は
、
二
万
四
千
六
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
忙
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
一
万
二
千

　
　
三
百
円
）
と
す
る
．

　
場
合
　
次
の
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
ヒ
ま
で
に
定
め
る
金
額

　
イ
　
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
　
六
万
二
千
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ

　
　
て
は
、
三
万
千
五
十
円
）
．
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
癒
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ

　
　
て
は
h
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
f
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
起
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
・
二
万
二
千
二
百

　
　
円
）
と
す
る
．

　
ロ
　
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
　
人
万
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、

　
　
四
万
五
十
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養

　
　
に
つ
き
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額

　
　
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
（
七
十
五
歳
到
達
暁
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
・
十
三
万
三

　
千
五
百
円
。
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
た
な
い
と
き
は
、
二
十
六
万
七
千
円
）
か
ら
一
．
一
十
六
万
七

　
千
円
を
控
除
し
た
金
額
に
百
分
の
「
を
乗
じ
て
得
た
金
額
（
そ
の
金
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に

　
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
金
額
と
し
、
そ
の
端
数
金

　
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
ワ
上
げ
た
金
額
と
す
る
・
）
と
の
合
算
額
。
た
だ
し
・

　
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ
て
は
・
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
五
歳

、到

B
時
特
例
対
象
嚢
に
係
る
も
の
に
あ
っ
轟
二
万
二
重
百
円
）
事
る
．

　
ノ ニ

　
七
十
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
で
あ
っ
て
、
入
院
療
養
で
あ
る

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
二
万
四
千
六
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ

　
　
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
者

　
つ
て
は
、
一
万
二
千
三
百
円
）

二
　
第
三
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
，

は
、
七
千
五
百
円
）

一
う
五
千
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て

　
一
二
　
七
十
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
で
あ
っ
て
・
外
来
療
養
で
あ
る
・

　
　
場
合
　
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
金
額
（
七
十

　
　
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
金
額
に
二
分
の

　
　
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額
）

　
　
イ
　
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
　
二
万
四
千
六
巨
円
　
・
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

　
　
ロ
　
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
　
四
万
四
千
四
百
円
ノ
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
　
ハ
　
第
三
項
第
三
号
又
ば
第
四
号
に
掲
げ
る
者
　
八
千
円

第
辻
塗
二
の
六
第
一
項
及
び
第
二
畢
「
第
士
条
の
一
一
一
の
四
慰
項
」
・
を
「
第
士
条
の
三
の
四
第
金

鼓
饗
三
稜
鎚
第
詣
農
馨
雛
る
の
楼
」
を
．
及
び
当
硫
組
合
曇
あ
る
の
は
「
畜

に
改
め
同
条
第
四
項
及
び
第
五
項
中
『
第
八
項
」
を
「
第
九
項
」
に
改
め
る
・

　
（
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
｝
部
改
正
）

第
六
条
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三
年
政
令
第
三
百
六
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
第
二
号
中
『
第
七
頂
」
を
『
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
次
条
第
七
項
第
三

　
号
』
の
下
に
「
及
び
第
人
項
第
三
号
」
を
加
え
、
同
条
第
六
項
中
『
療
養
を
」
を
「
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
及
び

当
該
被
保
険
者
が
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
保
険
者
の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
療
養
を
」
に

改
め
、
同
条
第
士
項
中
『
第
四
十
」
条
第
八
項
」
．
を
「
第
四
十
り
条
第
九
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、

同
条
第
六
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
．

　
7
，
被
保
険
者
が
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
特
定
給
付
対
象
療
養
（
当
該
被
保
険
者
が
次
項
の
規
定
に
よ
る
保
険

　
者
の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
療
養
を
除
く
．
）
の
う
ち
健
康
保
険
法
施
行
令
第
四
十
一
条

　
第
七
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
医
療
に
関
す
乃
給
付
が
行
わ
れ
る
べ
き
も
の
を
い
う
．
次
条
第
八

　
項
に
お
い
て
伺
じ
．
）
を
受
け
た
帰
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
た
被
保
険
者
が
厚
生
労

　
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
保
険
者
の
認
定
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
被
保
険
者
が
同
一
の
月

　
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
当
蘇
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
係
る
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に

　
掲
げ
る
額
が
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
同
号
イ
か
ち
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
か
ら
高
額
療

　
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
．

　
第
二
十
九
条
の
三
第
七
項
第
二
号
中
「
を
い
う
．
」
の
下
に
『
次
項
及
び
」
を
加
え
、
同
条
第
八
項
中
「
前
条
第
七

項
の
」
を
㍉
前
条
第
八
項
の
」
に
改
め
、
同
賀
第
二
号
中
「
掲
げ
る
』
の
下
に
「
場
合
に
該
当
す
る
」
を
加
え
、
「
前

条
第
七
項
』
を
『
前
条
第
八
項
」
に
、
「
第
四
十
二
条
第
八
項
第
二
号
」
を
「
第
四
十
二
条
第
九
項
第
二
号
」
に
敏
め
、

同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
七
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
．

8
　
前
条
第
七
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定

　
め
る
額
と
t
る
．

　
、
．
一
　
次
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合
　
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
．
・
そ
れ
ぞ
れ
イ
か

㌦
　
ち
ハ
ま
で
に
定
め
る
額

　
　
イ
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合
八
万
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
四
万
五
十
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療

　
　
．
養
に
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費

　
　
　
用
の
額
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
十

　
　
　
三
万
三
千
五
百
円
．
以
下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
た
な
い
と
き
は
、
二
十
六
万
七
千
円
）
か
ら
二
十

　
　
　
六
万
七
千
円
を
控
除
し
た
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に

　
　
　
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭

　
　
　
以
上
で
あ
る
と
意
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
額
）
と
の
合
算
額
。
だ
だ
し
、
当
該
特
定
疾
患
給
付
対

　
　
　
象
療
養
・
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
当
該
特
定
疾
患
給

　
　
　
付
対
象
療
養
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
を
受
け
た
被
保
険
者
が
そ
れ
ぞ
れ
同
一
の
病
院
又
は
診
療
所
か
ら
受
け

　
　
　
た
入
院
療
養
に
係
る
も
の
で
あ
っ
て
、
同
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月

　
　
　
．
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
『
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当

　
　
　
の
場
合
」
と
い
う
．
）
に
あ
っ
て
は
、
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に

　
　
　
あ
っ
て
は
、
二
万
二
千
二
百
円
）
と
す
・
る
．

　
　
ロ
　
第
一
項
第
こ
号
に
掲
げ
る
場
合
　
十
五
万
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
七
万
五
千
円
y
と
、
前
条
第
［
項
第
｝
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
』

　
　
　
養
に
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費

　
　
　
用
の
額
（
そ
の
額
が
五
十
万
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
忙
あ
っ
て
は
、
二
十
五
万

ン
　
　
、
円
。
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
た
な
い
と
ぎ
は
、
五
十
万
円
）
か
ら
五
十
万
円
を
控
除
し
た
額
に

　
　
　
言
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五

　
　
．
・
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
風
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を

　
　
　
一
円
に
切
り
。
上
げ
た
額
）
と
の
合
算
額
。
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の

　
　
　
場
合
に
あ
っ
て
は
、
八
万
三
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
四

　
　
　
万
千
七
百
円
y
と
す
る
．
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二
　
七
十
歳
に
達
す
る
同
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
で
あ
っ
て
、
入
院
療
養
で
あ
る

　
　
　
場
合
　
次
の
イ
か
ら
一
『
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
二
ま
で
に
定
め
る
金
額

　
　
　
イ
　
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
　
六
万
二
千
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ

　
　
　
　
て
は
、
三
万
千
五
十
円
）
．
た
だ
し
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ

　
　
　
　
て
は
、
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
二
万
二
千
二
百
．

　
　
　
　
円
）
と
す
る
。

　
　
　
ロ
　
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
　
八
方
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、

　
　
　
　
四
万
五
十
円
）
と
、
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
へ
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
係
る
特
定
疾
患
給
付
対
額
療
養

　
　
　
　
に
つ
き
縫
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額

　
　
　
　
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
十
三
万
ξ
．

　
　
　
　
千
五
百
円
．
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
同
じ
．
）
に
満
だ
な
い
と
き
は
、
二
十
六
万
煮
千
円
）
か
ら
二
十
六
万
七

　
　
　
　
千
円
を
控
際
し
た
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額
（
そ
の
金
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に

　
　
　
　
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
金
額
と
し
、
．
そ
の
端
数
金

　
　
　
　
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
金
額
と
す
る
。
）
と
の
合
算
額
－
た
だ
し
、

　
　
　
　
．
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
四
万
四
千
四
百
円
（
七
十
五
歳

　
　
　
　
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
二
万
二
千
二
百
円
）
と
す
る
．

　
　
　
ハ
　
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
者
　
二
万
四
千
六
百
円
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ

　
　
　
　
つ
て
は
、
　
一
万
二
千
三
百
円
）

　
　
　
二
　
第
三
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
　
一
万
五
千
円
（
七
十
五
歳
封
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て

　
　
　
　
は
、
七
千
五
百
円
）

　
　
三
　
七
十
歳
に
達
す
る
旦
の
属
す
る
月
み
翌
月
以
後
の
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
で
あ
っ
て
、
外
来
療
養
で
ポ
る

　
　
　
場
合
　
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
金
額
（
七
十

　
　
　
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
．
そ
れ
ぞ
れ
当
該
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
金
額
に
二

　
　
　
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額
）
　
、

　
　
　
イ
　
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
　
二
万
四
千
六
百
円

　
　
　
ロ
　
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
　
凶
万
四
千
四
百
円

　
　
　
ハ
　
第
三
項
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
者
　
八
千
円

　．

謫
�
¥
三
条
の
三
の
五
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
七
項
」
を
「
第
二
十
三
条
の
三
の
三

　
　
附
則
第
五
十
二
条
の
五
の
二
第
一
項
中
「
を
除
ぐ
」
と
あ
る
の
は
、
」
を
「
及
び
当
該
組
合
員
」
と
あ
る
の
は

　
「
、
当
該
組
合
員
」
と
、
「
を
除
く
」
と
あ
る
の
は
」
に
改
め
る
．
　
　
．

　
．
（
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
［
部
改
正
）

　
　
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
ぬ
、
同
条
第
三
項
中
「
次
条
第
四
項
第
二
号
」
の

　
　
　
被
保
険
者
が
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
特
定
給
付
対
象
療
養
（
当
咳
被
保
険
者
が
次
項
の
規
定
に
よ
る
後
期

　
　
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
療
養
を
除
く
．
）
の
う
ち
健
康
保
険
法

　
　
施
行
令
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
y
第
四
十
一
条
第
七
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
医

　
　
療
に
関
す
る
給
付
が
行
わ
れ
る
べ
き
も
の
を
い
う
。
次
条
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、

　
　
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
た
被
保
険
者
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
後
期
高
齢
者
医

　
．
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
被
保
険
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か

　
　
ら
受
け
た
当
該
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
係
る
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
が
高
額
療
養
費
算

　
　
定
基
準
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
同
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
規
げ
る
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し

　
　
た
額
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
．
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．
　
－
・

　
．
第
十
五
条
第
一
項
第
二
号
中
『
同
条
第
六
項
」
を
『
同
条
第
七
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
一
号
中
「
を
い
う
。
」

　
の
下
に
「
次
項
及
び
」
を
加
え
、
同
条
第
六
項
中
「
前
条
第
六
項
」
を
「
前
条
錆
七
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

　
七
項
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
前
条
第
五
項
」
を
「
前
条
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
・
同
条
第

　
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
及
び
第
五
項
中
「
第
八
項
」
を
「
第
九
項
」
に
改
め
る
．

第
八
条
、
高
齢
者
の
医
療
の
砧
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第
三
百
十
八
号
）
．
の
一
部
を
次
の
よ
う

　
に
改
正
す
る
．

　
下
に
．
「
並
び
に
第
五
項
第
三
号
及
び
第
四
号
」
を
加
え
、
同
条
第
四
項
中
「
療
養
を
」
を
「
特
定
疾
患
給
付
対
象
療

　
養
及
び
当
該
被
保
険
者
が
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
同

　
項
忙
規
定
す
る
療
養
を
」
に
改
め
、
同
条
中
第
六
項
を
第
七
項
と
し
、
第
五
項
を
第
六
項
と
し
、
第
四
項
の
次
に
次

　
の
一
項
を
加
え
る
．

　
5

　
四
項
の
次
に
次
の
［
項
を
加
え
る
．

5
前
条
第
五
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
し
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め

　
　
る
額
と
す
る
。

　
　
一
　
入
院
療
養
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
を
除
く
．
）
で
あ
る
場
合
　
次
の
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
者

　
　
　
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
二
ま
で
に
定
め
る
額

　
　
イ
第
一
項
第
一
号
忙
掲
げ
る
者
四
万
四
千
四
百
円
，

　
　
　
ロ
　
第
一
項
第
一
．
喜
に
掲
げ
る
者
　
八
万
百
円
と
、
前
条
第
『
項
第
一
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係
る

　
　
　
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給
付

　
　
　
対
象
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額
（
そ
の
額
が
二
十
六
万
七
千
円
に
満
た
な
い
と
き
は
、
二
十
六
万
七
千
円
）

　
　
　
か
ら
二
十
六
万
七
千
円
を
控
除
し
た
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ

　
　
　
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
意
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
、
そ
の
端
数
金
額

　
　
　
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
額
）
ど
の
合
算
額
．
た
だ
し
、
当
該
特
定
疾

　
　
　
患
給
付
対
象
療
養
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
妄
（
当
該
特

　
　
　
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
入
院
療
養
に
限
る
．
）
を
受
け
た
被
保
険
者
が
そ
れ
ぞ
れ
同
一
の
病
院
又
は
診
療
所

　
　
　
か
ら
受
け
た
入
院
療
養
に
係
る
も
の
で
あ
っ
て
同
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）
が
支
締
さ
れ
て

　
　
　
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
（
次
号
ロ
に
お
い
て
「
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該

　
　
　
当
の
場
合
」
と
い
う
。
）
に
あ
つ
で
は
、
四
万
四
千
四
百
円
と
す
る
。

　
　
　
ハ
　
第
一
賓
第
三
号
に
掲
げ
る
者
（
前
条
第
七
項
に
規
定
す
る
場
合
に
誠
当
す
る
者
を
除
く
。
）
　
二
万
四
千
六

　
　
　
百
円
、

　
　
　
二
　
前
条
第
七
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
す
る
者
又
は
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
　
一
・
万
五
千
円

　
二
　
入
院
療
養
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
に
限
る
．
）
で
あ
る
場
合
　
次
の
イ
か
ら
二
ま
で
に
掲
げ
る
者

　
　
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
二
ま
で
に
定
め
る
額

　
　
イ
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
二
万
二
千
二
百
円
・

　
　
ロ
第
一
項
第
一
．
一
号
に
掲
げ
る
者
四
万
五
十
円
と
、
．
前
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
額
に
係

　
　
　
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
つ
き
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
特
定
疾
患
給

　
　
　
付
対
泉
療
養
に
要
し
た
費
用
の
額
（
そ
の
額
が
十
三
万
三
千
五
百
円
に
満
た
な
い
と
き
は
、
十
三
万
三
千
五

　
　
　
百
円
）
．
か
ぢ
十
三
万
三
千
五
百
円
を
控
除
し
た
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
（
こ
の
額
に
一
円
未
満
の

　
　
　
端
数
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
端
数
金
額
が
五
十
銭
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
、
そ
の

　
　
　
端
数
金
額
が
五
十
銭
以
上
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
一
円
に
切
り
上
げ
た
額
）
と
の
合
算
額
．
た
だ
し
、
特
●

　
　
　
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
万
二
千
二
百
円
と
す
る
．

　
　
ハ
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
者
　
一
万
二
千
三
百
円
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
　
二
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
七
千
五
百
円

　
三
　
外
来
療
養
（
七
十
五
歳
到
達
時
特
例
対
象
療
養
を
除
く
．
）
で
あ
る
場
合
　
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
者

　
　
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
が
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
額

　
　
イ
　
第
｝
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
　
『
万
二
千
円

　
　
ロ
　
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
　
四
σ
四
千
辺
百
円

　
　
ハ
　
第
一
項
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
者
　
八
千
円

　
四
　
外
来
療
養
（
七
十
五
歳
到
漣
時
特
例
対
象
療
養
に
限
る
．
）
で
あ
る
場
合
　
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
者

　
　
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
額

　
　
イ
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
六
千
円
．

　
　
P
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
・
二
万
二
千
二
百
円

　
　
ハ
第
一
項
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
者
四
千
円

　
第
十
六
条
第
一
項
中
「
同
条
第
六
瓜
」
を
「
同
条
第
七
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
二
及
び
第
二
号
二
中
「
第
十

．
四
条
第
六
項
」
を
「
第
十
四
条
第
七
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
イ
第
十
四
条
第
五
項
」
を
「
第
十
四
条
第
六
項
』

に
、
『
第
十
四
条
第
四
項
及
び
第
五
項
」
を
『
第
十
四
条
第
四
項
か
ら
第
六
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
か
ら
第

六
項
ま
で
の
規
定
中
「
第
や
四
条
第
四
項
及
び
第
五
項
」
を
「
第
十
四
条
第
四
項
か
ら
第
六
項
ま
で
」
に
改
め
る
．

　
第
十
六
条
の
二
第
一
項
中
『
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
ご
を
削
り
、
同
項
第
一
号
中
『
第
六
項
」
を
「
第

七
項
」
に
改
め
る
．
　
　
　
　
　
　
　
』
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独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に
財
務
及
ぴ
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

　
　
　
省
令

独
立
行
穰
人
華
金
融
嚢
讐
の
萎
運
営
並
び
に
財
漿
び
会
鮭
孕
る
省
令
（
平
成
＋
九
品
土
壁

讐
第
喜
）
の
一
部
羨
の
よ
う
に
改
正
密
・
・

　
第
三
十
九
条
第
三
項
第
三
号
を
削
り
、
同
項
第
辺
号
中
『
前
三
号
」
を
・
「
前
二
号
」
に
改
喚
同
号
を
同
項
第
三
号

と
す
る
．

附
則
第
棊
の
二
中
「
墓
＋
九
条
笹
項
第
四
号
及
び
釜
号
」
一
を
「
第
三
＋
九
黍
一
項
第
一
号
露
四
号
及
．

ぴ
第
五
号
」
に
、
「
第
三
十
九
条
第
一
項
第
四
号
中
」
を
「
第
三
十
九
条
第
一
項
第
一
号
中
h
五
百
平
方
メ
ー
ト
ル
」
と

あ
る
の
は
「
三
百
平
方
メ
ー
ト
ル
」
と
、
同
項
第
四
号
中
」
に
改
め
る
．

　
　
　
附
・
則
・

　
こ
の
　
轟
は
、
．
公
　
の
同
か
ら
施
行
す
る
。

O
厚
生
労
働
省
令
第
百
八
号

　
健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
一
年
政
令
第
百
三
十
五
号
）
の
施
行
に
伴
い
・
及
び

関
係
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
健
康
保
険
法
施
行
規
則
等
の
『
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
・

　
　
平
成
二
十
一
年
四
月
三
十
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
厚
生
労
働
大
百
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
健
康
保
険
法
施
行
規
則
等
の
｝
部
を
改
正
す
る
省
令

　
（
健
康
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条
　
健
康
保
険
法
施
行
規
則
（
大
正
十
五
年
内
務
省
令
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
ず
る
。

　
　
第
九
十
八
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

　
　
．
（
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
に
係
る
保
険
者
の
認
定
）

、
第
九
十
八
条
の
二
　
令
第
四
十
一
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
保
険
者
の
認
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認
定
」
と

　
　
い
う
．
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
、
同
項
に
規
定
す

　
　
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
優
療
に
関
す
る
給
付
の
実
施
機
関
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
実
施
機
関
」
と
い
う
．
）

　
　
を
経
由
し
て
、
保
険
者
に
申
し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
ぬ

　
　
一
　
被
保
険
者
証
の
記
号
及
び
番
号

　
　
二
　
被
保
険
者
の
氏
名

　
　
三
　
認
定
を
受
け
よ
う
と
ず
る
者
の
氏
名
及
び
生
年
月
日

－
擁
篶
斑
寵
者
が
受
け
る
、
き
令
第
四
藷
一
条
第
七
難
症
護
蓋
大
豪
讐

　
2

　
6
　
認
定
を
受
け
た
者
は
、
令
第
四
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
病
院
等
か
ら
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
同

　
　
条
第
七
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
い
う
軌
次
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

　
　
■
第
三
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
亡
れ
た
所
得
区
分
を
当
該
病
院
等
に
申
し
由
な
け
れ
ぱ
な
ら
な
い
．

　
7
　
認
定
を
受
け
た
者
（
令
弟
四
十
二
条
第
三
頂
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
考
及
び
第
百
三
条
の
二
第
一
項
又

　
　
は
第
百
五
条
第
一
項
の
申
請
に
基
づ
く
保
険
者
の
認
定
を
受
け
で
い
る
者
を
除
く
．
）
が
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養

　
　
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
同
一
の
月
に
同
「
の
保
険
医
療
機
関
等
か
ら
令
第
四
十
三
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る

　
　
療
養
を
受
け
た
と
き
の
同
項
又
は
同
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
咳
露
定
を
受
け
た
者
は
第
百
三

　
　
条
の
二
第
一
・
項
又
は
第
百
五
条
第
一
項
の
申
請
に
基
づ
く
保
険
者
の
認
定
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

　
　
第
九
十
九
条
第
脚
項
中
「
第
四
十
『
条
第
八
項
」
を
『
第
四
十
一
条
第
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
第
四
号
中

　
　
「
第
四
十
一
条
第
八
項
各
号
」
を
「
第
四
十
一
条
第
九
項
各
号
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
第
四
十
一
条
第
八
項
」

　
を
「
第
四
十
一
条
第
九
項
」
に
改
め
る
．

　
　
第
百
条
（
見
出
し
を
含
む
一
）
中
『
又
は
第
六
項
第
』
号
」
を
ゴ
第
六
項
第
一
号
又
は
第
七
項
第
』
号
イ
若
し
く

　
は
ロ
若
し
く
は
第
二
号
呂
に
、
『
又
は
牲
定
給
付
対
象
療
養
」
を
『
、
特
定
給
付
対
象
療
養
又
は
特
定
疾
患
給
付
対

　
象
療
養
」
に
改
め
る
．
．

　
　
第
百
七
条
第
九
号
及
び
第
百
八
条
第
六
号
中
『
第
四
十
一
条
第
八
項
」
を
「
第
四
十
一
条
第
九
項
」
に
改
め
る
．

　
　
第
亘
二
十
四
条
の
表
第
九
十
八
条
の
項
の
次
に
次
の
よ
シ
に
加
え
る
。

　
第
．
九
十
八
条
の
二
第
一
項
第
一
号
　
　
被
保
険
考
証
　
　
　
受
給
資
格
者
票
若
し
く
は
特
別
療
養
費
受
給
票

　
　
（
船
員
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

．
第
二
条
船
員
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
十
五
年
厚
生
省
令
第
五
号
）
の
［
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
四
十
七
条
∠
ア
ニ
中
『
又
ハ
第
六
項
第
一
号
」
を
『
、
第
六
項
第
一
号
又
ハ
第
七
項
第
り
号
イ
若
ハ
ロ
若
ハ

　
第
二
号
ロ
」
に
、
『
又
ハ
特
定
給
付
対
象
療
養
』
を
「
、
特
定
給
付
対
象
療
養
又
へ
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
」
に
改

　
め
、
同
条
を
第
四
十
七
条
ノ
ニ
ノ
ニ
ノ
ニ
と
す
る
。

　
　
第
四
十
七
条
ノ
ニ
第
一
項
及
び
第
四
項
中
』
「
第
九
条
第
八
項
」
を
『
第
九
条
第
九
項
』
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中

　
「
第
四
十
七
条
ノ
ニ
第
七
項
」
を
『
第
四
十
七
条
ノ
ニ
ノ
ニ
第
七
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
十
七
条
ノ
ニ
ノ
ニ
と

　
し
、
第
四
十
七
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

　
第
四
十
七
条
ノ
ニ
　
令
弟
九
条
第
七
項
ノ
規
定
二
．
依
ル
社
会
保
険
庁
長
官
ソ
認
定
（
以
下
本
条
二
於
テ
認
定
ト
称
ス
）

　
　
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
認
定
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
者
八
次
；
掲
グ
ル
事
項
ヲ
健
康
保
険
法
施
行
令
（
大
正
十
五
年
・

　
　
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
令
第
四
十
二
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
三
項
第
三
号
若
し
ぐ
は
第
四
号
の
い

　
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
前
項
の
申
出
の
際
に
そ
の
旨
を
証
す
る
書
類
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
保
険
喉
、
第
蚕
の
畠
に
弩
蔓
定
を
行
っ
を
き
は
、
実
施
欝
を
奮
し
て
、
饗
レ
薯
爵

　
し
当
該
嗜
が
該
当
す
る
令
第
四
十
二
条
第
一
項
各
号
又
は
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
咎
め
区
分
（
第
五
項
及
び
第
六

　
項
に
お
レ
て
「
所
得
区
分
」
と
い
う
．
）
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
・

由
し
て
そ
の
旨
を
保
馨
に
申
し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．
こ
の
蓉
に
お
い
て
第
二
号
緩
当
す
る
に
至
っ

　
た
こ
と
に
よ
る
申
出
に
お
い
て
は
、
第
二
項
の
規
定
を
準
用
す
る
．

一
や
蕾
叶
二
条
第
一
項
第
一
二
号
又
は
第
三
項
第
三
号
惹
く
第
四
号
の
い
ず
れ
か
叢
説
て
い
薯

　
　
力
　
当
該
レ
ず
れ
か
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
と
き
。

　
二
　
，
令
第
四
十
二
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
三
項
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と

　
’
な
っ
た
と
き
．

一二

п
x
士
条
第
七
奮
規
定
す
る
厚
生
労
働
奇
歪
め
る
医
療
に
孕
る
給
付
基
け
な
く
な
っ
た
と

　
　
き5

し
馨
慧
鐸
籠
欝
銀
鮒
旛
縫
雛
騰
遅
滞
な
殴
実
施
機
関
を
経
由
．
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認
定
壕
受
け
た
者
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
が
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
ぐ
・
実
施
機
関
を
経
■

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

勅
令
第
二
百
四
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
七
項
二
規
定
ス
ル
厚
生
労
働
大
臣
ノ
定
ム
ル
医
療
二
関
ス
ル
給
付
ノ
実

施
機
関
（
以
下
本
条
二
於
テ
実
施
機
関
ト
称
ス
）
ヲ
経
由
シ
テ
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
二
申
出
ス
ペ
シ

一
　
被
保
険
者
証
ノ
記
号
番
号
及
氏
名

二
　
認
定
ヲ
受
ケ
ン
小
ス
ル
者
ノ
氏
名
及
生
年
月
日

三
　
認
定
ヲ
受
ケ
ン
小
ス
ル
者
が
受
ク
ペ
キ
健
康
保
険
法
施
行
令
第
四
十
一
条
第
七
項
二
規
定
ス
ル
厚
生
労
働
大

　
臣
ノ
定
ム
ル
医
療
二
関
ス
ル
給
付
ノ
名
称

認
定
ヲ
受
ケ
ン
ト
ス
ル
者
ハ
令
第
十
条
第
一
項
第
三
号
又
ハ
第
三
項
第
三
号
若
ハ
第
四
号
ノ
一
二
該
当
ス
ル
ト
キ

ハ
前
項
ノ
申
出
ノ
僚
其
ノ
旨
ヲ
証
ス
ル
書
類
ヲ
提
出
ス
ベ
シ

地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
ハ
第
一
項
ノ
申
出
三
差
キ
認
定
ヲ
行
ヒ
タ
ル
下
キ
ハ
実
施
概
関
ヲ
経
由
シ
テ
認
定
シ

タ
ル
者
二
対
シ
当
該
者
が
該
当
シ
タ
ル
令
第
十
条
第
一
項
各
号
又
ハ
第
三
項
各
号
二
掲
グ
ル
者
ノ
区
分
（
第
五
項

及
第
六
項
二
於
テ
所
得
区
分
ト
称
ス
）
ヲ
通
知
ス
ベ
シ

認
定
ヲ
受
ケ
タ
ル
者
ハ
次
ノ
各
号
ノ
一
二
該
当
ス
ル
ニ
至
リ
タ
ル
ト
キ
ハ
遅
滞
ナ
ク
実
施
機
関
ヲ
経
由
シ
テ
其
ノ

旨
ヲ
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
二
申
出
ス
ベ
シ
此
ノ
場
合
二
於
デ
第
二
号
二
該
当
ス
ル
串
至
リ
タ
ル
コ
ト
ニ
依

ル
申
出
二
於
テ
ハ
第
二
項
ノ
規
定
ヲ
準
用
ス
』

一
　
令
第
十
条
第
一
項
第
三
号
又
ハ
第
三
項
第
三
号
若
ハ
第
四
号
ノ
ニ
一
該
当
シ
タ
ル
者
が
当
該
一
二
該
当
セ
ザ

　
ル
ニ
至
ツ
タ
ル
ト
キ
　
　
　
　
　
　
．
　
・
　
．

二
　
令
第
十
条
第
一
項
第
三
号
又
ハ
第
三
項
第
三
号
若
ハ
第
四
号
ノ
＝
一
該
当
ス
ル
ニ
至
リ
タ
ル
ト
キ

三
　
健
康
保
険
法
施
行
令
第
四
十
一
条
第
七
項
二
規
定
ス
ル
厚
生
労
働
大
臣
ノ
定
ム
ル
医
療
二
関
ス
ル
給
付
ヲ
受

　
ケ
ザ
ル
ニ
至
リ
タ
ル
ト
キ
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2
　
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
被
保
険
者
は
、
前
項
の
申
出
の
際
に
、
，
令
第
十
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
者
の
区

　
　
分
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
旨
を
証
す
る
書
類
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．
た
だ
し
」
後
期
高
齢
者
医

　
　
療
広
域
連
合
は
、
当
該
事
実
を
公
簿
等
又
は
そ
の
写
し
に
よ
っ
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
き
は
、
当
該
書
類

　
　
を
省
略
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
．
・

　
3
　
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
は
、
第
一
項
の
申
出
に
基
づ
き
認
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
実
施
機
関
を
経
由
し
て
、

　
　
認
定
む
た
被
保
険
者
に
対
し
当
該
者
が
該
当
す
る
令
第
十
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
者
の
区
分
（
以
下
こ
の
条

　
　
に
お
い
て
●
「
所
得
区
分
」
と
い
う
．
）
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

　
4
　
認
定
を
受
け
た
被
保
険
者
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
み
に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
実
施
機

　
　
関
を
経
由
し
て
、
そ
の
旨
を
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
に
申
し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．
た
だ
し
、
認
定
を
受

　
　
け
た
被
保
険
者
が
第
一
号
に
該
導
す
る
に
至
っ
た
こ
と
を
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
が
公
簿
等
又
は
そ
の
写
し

　
　
に
よ
っ
て
確
認
の
上
、
当
該
者
に
対
し
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
な
さ
れ
た
と
き
は
、
こ
の
限
ワ
で
な
い
．

　
　
一
　
認
定
を
受
け
た
被
保
険
者
が
該
当
す
ゐ
所
得
区
分
に
変
更
が
生
じ
た
と
き
。

　
　
二
　
健
康
保
険
法
施
行
令
第
四
十
一
条
第
七
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
を
受

　
　
　
げ
な
く
な
っ
た
と
き
．

．
5
　
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
第
一
号
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
こ
と
に
よ
る
同
項
の
申
出
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

　
6
　
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
は
、
認
定
し
た
被
保
険
者
が
該
当
す
る
所
得
区
分
に
変
更
が
生
じ
た
と
き
は
、
遅

　
　
滞
な
く
、
実
施
機
関
を
経
古
し
で
、
当
該
者
に
対
し
変
更
後
の
所
得
区
分
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
7
　
認
定
を
受
け
た
被
保
険
者
は
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
（
令
第
十
四
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
・

　
　
対
象
療
養
を
い
う
．
次
項
に
お
い
て
伺
じ
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
病
院
等
に

　
　
対
し
、
第
三
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
所
得
区
分
を
申
し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
8
　
認
定
を
受
け
た
被
保
険
者
（
令
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
考
及
び
第
六
十
七
条
第
一
項
．

　
・
の
申
請
に
基
づ
く
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
て
ド
る
者
を
除
く
」
が
、
特
定
疾
患
給
付
対
象
療

　
　
養
を
受
け
だ
場
合
に
お
い
て
、
同
一
の
月
に
同
一
の
保
険
医
療
機
関
か
ら
令
第
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
療

　
　
養
を
受
け
た
と
き
の
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
者
は
第
六
十
七
条
第
一
項
の
申
請
に
基
づ
く
後
期

　
　
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
．

　
　
第
六
＋
二
条
第
蚕
及
び
第
六
項
中
『
第
＋
四
季
五
項
」
を
露
＋
四
条
条
項
」
に
改
め
・
跡
乗
第
五
項
第

　
二
号
中
「
第
十
四
条
第
五
項
各
号
」
を
『
第
十
四
条
第
六
項
各
号
」
に
改
め
る
．

　
・
第
六
十
三
条
の
見
出
し
中
『
又
は
第
二
項
第
二
号
の
療
養
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
第
二
号
又
は
第
五
項
第
一
号

　
ロ
若
し
く
は
第
二
号
ロ
の
療
養
又
は
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
」
に
改
め
、
同
条
中
「
又
は
第
二
項
第
二
号
」
を
「
若

　
し
く
は
第
二
項
第
二
号
ヌ
は
第
五
項
第
一
号
ロ
若
し
く
は
第
二
号
ロ
」
に
、
「
係
る
療
養
」
を
・
「
係
る
療
養
又
は
特
定

　
疾
患
給
付
対
象
療
養
」
に
改
め
る
．

　
　
第
七
十
条
第
三
項
中
．
「
第
十
四
条
第
六
項
」
を
「
第
十
四
条
第
五
項
第
．
一
号
ハ
若
し
く
は
二
、
同
項
第
二
号
ハ
若

　
し
く
は
二
、
同
項
菱
二
号
ハ
若
し
く
は
二
、
同
項
第
四
号
ハ
若
し
く
は
二
若
し
く
は
同
条
第
七
項
」
に
改
め
る
．

　
　
第
七
十
一
条
の
二
の
表
中
「
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
ご
を
削
る
．

　
　
様
式
第
五
号
の
備
考
中
「
鵬
十
圖
か
鵠
》
温
」
を
「
鞍
十
囲
勘
醤
叶
覇
」
曙
に
改
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
一
亀
五
月
一
日
か
ら
施
存
す
る
ρ

　
（
健
康
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条
　
平
成
二
十
｝
年
五
月
か
ら
九
月
ま
で
の
問
に
お
い
て
は
、
健
康
傍
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第

　
七
十
四
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
百
十
条
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
者
及
び
健
康
保
険
法
施
行
令

　
（
太
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
病
院
等
に
健
康
保
険
法
施
行
規

　
則
第
百
三
条
の
二
第
二
項
の
限
度
額
適
用
認
定
証
又
は
同
令
第
百
五
条
第
二
項
の
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

　
認
定
証
を
提
出
し
て
健
康
保
険
法
施
行
令
第
四
十
一
条
第
七
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
た
場

　
合
の
者
該
療
養
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
健
康
保
険
法
施
行
規
則
第
九
十
八
条
の
二

　
第
一
項
の
申
出
に
基
づ
く
保
険
者
の
認
定
を
受
け
て
い
る
毛
の
と
み
な
す
．

　
λ
船
員
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条
　
平
成
二
十
一
年
五
月
か
ら
九
月
ま
で
の
問
に
お
い
て
は
、
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）

　
第
二
十
八
条
ゾ
三
第
一
項
第
三
号
又
は
第
三
十
【
条
ノ
ニ
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が
流
用
さ
れ
る
者
及
び
船
員
保

■
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
四
十
号
）
第
九
桑
箒
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
病
院
等
に
船
員
保
険
法

　
施
行
規
則
第
四
十
七
条
ノ
ニ
ノ
六
第
二
項
の
限
度
額
適
用
認
定
証
又
は
同
令
第
四
十
七
条
ノ
ニ
ノ
八
節
二
項
の
限
度

　
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
提
出
し
て
船
員
保
険
法
施
行
令
第
九
条
第
七
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付

　
対
象
療
養
を
受
け
た
場
合
の
当
咳
療
養
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
船
員
保
険
法
施
行

　
規
則
第
四
十
七
条
ノ
ニ
第
一
項
の
申
出
に
基
づ
く
社
会
保
険
庁
長
官
の
認
定
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
．

　
（
国
民
健
康
保
険
法
施
行
規
則
の
一
郭
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）
　
　
・
　
　
　
　
・

第
四
条
　
平
成
二
十
一
年
五
月
か
ら
九
月
ま
で
の
間
に
お
い
て
は
、
国
民
健
康
保
険
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
九

　
十
二
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
者
及
び
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
三
十

　
三
年
政
令
第
三
百
六
十
二
号
）
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
病
院
等
に
国
民
健
康
保
険
法
施
行
規

　
則
第
二
十
七
条
の
十
四
の
二
第
三
項
の
限
度
額
適
用
認
定
証
又
は
同
令
第
二
十
七
条
の
十
四
の
四
第
二
項
の
限
度
額

　
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
提
出
し
て
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
第
二
十
九
条
の
二
第
七
項
に
規
定
す
る
特

　
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
た
場
合
の
当
該
療
養
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
国
民

．
健
康
保
険
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
の
十
二
の
二
第
一
項
の
申
出
に
基
づ
く
保
険
者
の
認
定
を
受
け
て
い
る
ぢ
の
と

　
み
な
す
．
．

　
（
高
齢
岩
の
医
療
の
砧
保
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
五
条
　
平
成
二
十
一
年
五
月
か
ら
九
月
ま
で
の
間
に
お
い
て
は
、
高
齢
者
の
医
療
の
薇
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五

　
十
七
年
法
律
第
八
十
号
駄
第
六
十
七
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
者
及
び
高
齢
者
の
医
療
の
確
保

　
起
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第
三
百
十
八
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
規
定
す
る
病
院
等
に
高
齢
者
の

　
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
六
十
七
条
第
二
項
の
限
度
額
通
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
提
出
し
・

　
て
高
齢
者
の
医
療
の
硫
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
疾
患
給
付
対
象
療
養
を
受
け
．

　
た
場
合
の
当
該
療
養
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
高
齢
者
の
医
療
の
硫
保
に
関
す
る
法

　
律
施
行
規
則
第
六
十
一
条
の
二
第
一
頓
の
申
出
に
基
づ
く
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
認
定
を
受
け
て
い
る
も
の

辱
と
　
　
　
．

O
国
土
交
通
省
令
第
三
十
二
号
－

　
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
擢
（
平
成
二
十
一
年
法
・

律
第
二
十
八
号
）
及
び
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
（
平
成
ニ
ナ
一
年
政
令
第
百
三
十
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に

道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
十
七
号
）
第
一
条

第
二
項
」
第
二
条
第
一
項
並
び
に
第
三
条
第
｝
項
第
二
号
及
び
第
二
項
第
；
号
並
び
に
道
路
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七

年
政
令
第
四
百
七
十
九
号
）
第
三
十
四
条
の
二
の
三
第
一
項
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の

財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
．

　
　
平
成
二
十
「
年
四
月
三
十
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
国
土
交
通
大
臣
　
金
子
．
一
義

　
　
　
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
量
に
関
す
る
法
衛
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
・

　
　
（
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
建
設
省
令
第
七

‘
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
一
条
の
見
出
し
中
「
第
二
条
第
四
項
第
一
号
」
を
＼
第
四
条
第
十
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
中
「
道
路
整
備

　
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
三
十
四
号
．
以
下
「
法
』
と
い
う
．
）

　
第
二
条
第
四
項
第
一
号
」
を
『
法
第
四
条
第
十
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
条
と
す
る
．

　
　
第
一
条
と
し
て
次
の
「
条
を
加
え
る
．

　
　
　
（
令
第
一
条
第
二
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
割
合
）

　
第
一
条
　
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
拾
遺
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
十
七

　
　
号
。
以
下
『
令
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
二
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
割
合
は
、
次

　
　
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
調
整
指
数
に
応
じ
、
同
表
の

　
　
下
欄
に
定
め
る
割
合
と
す
る
．
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誌一！）　　　　越轡迷墨斑曇に奪（・K固十国母繋奪蕪Hゆ図十

　　’川可b）膿図＋瞭蕪ギ罫e累製配備℃曜鯉憲瞳
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　　　　　　ゆ巽t
　　　l　駅掴鞭輯垣網に奪（督促日十川廿督奪駅亭十
掴1　　日中）塩ミU十川噺e口無口旧く搬1中e幽曝e畿

　　　セPく楚匝腎搬U中e幽鷹想蹄←ゆ徹旺e似鯉
　　　日　智曇日十く掛図咬十中皿裡囎蕪日面図十日中

田　　殴姻細魚蕪羅州嶼唄蝦反r尊製憾硬史鷹霞保悼

響　課脚二P』鵬旧離憶康保息雌ゆ曝e繋t
、畏。厭測数遍欄畷搬1陶ぺ＋国P
　　　選轡畦鰹出禦に奪（→く固＋困鮭揆奪脚1海図十

匿　川中）駅日＋1磯城ぺ憾e緊製9欄℃柚’製捲瞳

○齢曇牌麹＋照蕪く醜累鯉糟鰻釧
Oり鞭週→く回特捜倉ゆ史憶離5藁喋（督促■＋ぺ畢風

R釧網01騰剛＋仲）e齢鰯e恥端固
　　」降軽口＋1起梱剛匝義心蝦晒・ゆ・
寸
　　　陰機鮒＋冊91吠川十皿

肝　　　　　　闘総掘鞭脚’
ヤー@　凝姐如躯e柚62洛愈。。

N　　　鰻懸鯛瞥囎＋照搬粥e勲
軽　　　想欄℃初風州数割く囲細囎ゆ漣憶函b蟻
棧ト　　　娯

O欧州獄越細細昌塊1牌べ十面恥
越懸畦墨斑遭に如（ヨく田＋国叶馨傘㈱面g1十

川中）駅日十口駅搬ぺ轡駅1’ Pゆe繋製2榊で抽’

製糖畦鰹斑禦にく臘日＋1瞭堰く腎蕪1瞳e屡憤

怒測1十困鮭川吠”1十1ロ
壕川駆蹟婆母殿同

製幽℃荊睡娼な邊→く凪犠製倉ゆ輿燦（跣魅十く辟

猷州題嘩趣舶1持搬図画く十萩中）・e　l最知紹e刀

心2溶出ρノ降軽口十1基網興1皿英の慢叫・ゆ。

・降軽口十1肝図町川十回

　　　　　　　　　阯姻類還→く㎞　蒙雌　鰍1

　圏姐御躯e柚r・攣溶90。

　　　鯉桜蝉艦坦糟に奪甑図十1瞭駅ぺ罫蕪L1中

　　　e暇複製糊℃抽趾釧執嘩→く田儀製倉ゆ憾燦

O蝕超独喧細細時澱咄nぺ十川中
　櫨睦椥e幽鷹e提睦9認←・ゆ坦懸（督促国十ギ

母斑無城く十中）醸ギ十日磯搬11豚肉b醸ギ十国

頭（澱u椰e曝週足欄℃抽ノ灘黙擢豊椥團欄e姻捧

鷹撫聴糾賦職壌悶5州胆曝湘聴講無理糧（計督十

ぺ母殴娼な電卸劃叫乏蕪川柳ぺ十開申）e　l最知だ

e蝿爪昆潟固」ノ醇督日十1辟国殴1回灸』掴旺
躯ゆ。

　陰ト怪U十悶・図〔川十匝

　　　　　　　　　睡胡艱難→く囲　芯雌　臨1

　搬口中e照トr搬十9感謝（酌如r搬十日磯
験ギ陣』足溜倉ゆ。

O睡姐瓶躍卸掴梼塊I　I旧訳＋田中．

　炮鐘拠e幽輿e樫蟻艮認墾ゆ追廻：耀にくF（陰ト金ミ’

十ぺ鮭督くF籔川並十く中）駅十日磯搬｛く属e緊製

息精擢←購撫e奥爆e栂帳旦認←中細吐曇に
奪無十日略駅困睡e腿捜息欄℃舶睡姐類割く田特

製倉ゆ艶旛離5憾奥（甘怪十罧鮭殴釧数選麺拠捻

澱l11睡ぺ十中中）e　i最知躯e紬（理経田」蒔
輝I　l十1母国中1皿義心壇旺柄。。

・陰ト慣11十1肝日R川十ロ

　　　　　　　　　睡姐な蓬→く囲　数縫　臨1

　屡婦細結e柚（雄藩倉，Q。

　　　擢輩撫e圏爆e灘迷想謳乍ゆ坦醐に奪斌
　　　十日鰭搬1く邸e黙製想欄℃和睦釧な遷→く囲

　　　績製倉ゆ海曝函る薬恨

O鯉拠遡榊超ロ懸搬旧ギ十国p

　倒耀肥代防州尊霞弊回想（腎督十母斑母斌ゆ
l11十国D）搬川磯搬1揮e累製昆糊℃椥’供犠圃
閣蝋e地代e偉姐2認←ゆ欄粁温々聖慮e　i弟如

溶出←ゆ週且於心懸e邦・（想製倉喫e芋ノへ匝磯騰■

椰e累製2網℃柚《榔←・ゆ’

　誹怪11十1婚日興川十皿

　　　　　　　　　劇胸髄蝶十く囲　11聖　巡竺

　　　無為圃削牒e距釈e健釧息認駆ゆ用終鐙層一

　　　㌍志e　l最知溶周年K）椥捻

　鰹犠図閾蝋e斑紋e漣超昆認乍ゆ欄結盟細㌍志

（時督十国母翼塩割線卸心01終搬睡11十ぺ中）e　l

最知だe柚6昆溶出←K，。

　1ヤ晋「産業活力再生特別措置法（平成十一年
法律第百三十一号）」如r産業活力再生特別措置法

（平成11年法律第131号。以下「法」という。）」

製怒倉Kl。

　くロe超2郵gr・い昆貝艇K｝。

　ハ　事業再構築、経営資源再活用又は経営資源

　　融合を実施する犀当たり、法第24条の2第1

　頓の規定による特例措置を受けようとする場
　　合

　　　事業者は、二の事業再構築に関する事項、

　　四の経営資源再活用に関する事項又は六の経

　　営資源融合に関する事項に定める生産性の向

　　上及び財務内容の健全性の向上等の必要な認

　　定要件に加え、法第24条の2第1項に規定す
　　る指定金融機関て以下「指定金融機関」・とい

　　う．）による出資を受けようとする事業者が以

　　下の1から4までのすべてを満たす場合に限
　　り・同項の規定1；よる特例措置を受けること

　　ができる事業再構築計画、経営資源再活用計

　画又は経営資源融合計画の認定（変更の認定
　　を含む・）を受けることができるものとする。

　　1　内外の金融秩序の混乱により・寡乗者の

　　経営の状況が急激に悪化したと判断される

　　以下の①又は②のいずれかの事由が生じて

　　いること．

　　①事業者の四半期又は3箇月（平成20年
　　　10月から平成21年9月までのいずれかの
　　　四半期又は・3箇月に限る。迦の売上高（当

　　　該事業者の連結子会社（連結財務諸表の

　　　用語、様式及び作成方法に関する規則（昭・

　　　和斑年大蔵省令第28号）第2条第4号に
　　　規定する連結子会社をいう。以下同じ。）

　　　の売上高を含めることができる。）が前年

　　　同期比で20％以上減少していること。

　　　②　事業者の連続した2四半期文は6箇月

　　　　　（平成20年10月から平成21年9月までの

　　　　いずれかの2四半期又は6箇月に限る。）

　　　　の売上高（当該事業者の連結子会社の売
　　　　上高を含めることができると）の合計が前

　　　　年同期比で15％以上減少していることそ
　　　　り他①に準ずる事由が生じているこ≧。

　　2　1に掲げる事由により、事業者が事業再
　　　構築計画、経営資源再活用計画又は経営資

　　　源融合計画の実施に必要な資金を調達する

　　　ため、出資が不可欠と判断される以下の①

　　　又は②のいずれかの事由が生じているこ
　　、と。

　　　①融資契約又．は社債発行の契約における

　　　　財務上の特約に係る規定に抵触している

　　　　こと．

　　　②　事業者の自己資本の額（当該事業者の
　　　　連結子会社の自己資本の額を含めること

　　　　ができる。》が前年同期比で25％以上減少
　　　　　　　　　あ　　　　していることその他①に準ずる事由が生

　　　　じていること。

　　3　事業者が、指定金融機関による出資を受
　　　ける時点において以下の①又は②のいずれ’

　　　かを満たすことが確実であると見込まれる

　　　ことにより、当該事業者の事業の継続が困
　　　難となった場合に国民経済の成長及び発展

　　　に重大な影響を及ぼすと判断されるもので

　　　あること．

　　　①　事業者の国内における従業員数（当該

　　　事業者の連結子会社の国内における従業
　　　　員数を含めることができる．）が5000人以

　　　　上であること。

　　　②　事業者が①を満たす他の事業者にとつ

　　　　て代替困難な基幹部品を30％以上供給し　・
　　　　ていることその他①に準ずるものとして

　　　　当該事業者の事業の継続が困難となった

　　　　場合に50000人以上の国内雇用に影響を
　　　　及ぼすおそれがあること．

　　4　指定金融機関による出資を前提として、

　　　当該指定金融機関以外の民間金融機関が事’

　　　業者に対して融資又は出資を行うことその

　　　他これらに準ずる措置を講ずることによ

　　　り、協調して事業再構築計画、経営資源再

　　　活用計画又は経営資源融合計画の実施に取

　　　り組むこととなっていること．

　　　蟄　颪
　”e蜘1博楚ノ詩経11千1暦日四川十皿石』糟に

伺0。
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社会保険庁運営部長’ a

厚生労働省保険局長
　（公　印　省　略）

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

号。以下「改正省令」と’いう。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1日から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び主な内容につ

いては、下記のとおりであるので、その運用に当たっては十分に留意の上、被保険者等へ

の周知を図る等遺憾なきを期されたい。

記

第一　改正の趣旨

　公費負担医療の対象療養に係る高額療養費については、原則として、レセプト単位で、

・一･に一般所得区分と同じ算定基準額（自己負担限度額）を適用して支給しているとこ

ろであるが、公費負担医療のうち特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究

事業については、治療方法・・診断法の確立などにより医療の質の向上が図られるなど医

療保険制度やその加入者においても効果が期待できるものであり、当該事業の実施機関

において、これまでも対象者の所得が概ね把握されていること等を踏まえ、当該事業の

対象となる療養について、通常の高額療養費に準じて、所得区分別の自己負担限度額を

適用するとともに多数回該当の場合の自己負担限度額を設定することとし、関係政令、

関係省令及び関係告示について所要の改正等を行うものであること。

第二　改正の主な内容



1　健康保険関係

第1健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）の一部改正（改正令第1条関

　　係）

　　厚生労働省令で定めるところにより保険者の認定を受けた者が、健康保険法施行

　令第41条第7項に規定する厚生労働大臣が定める医療に関する給付（以下「特定

　疾患給付」という。）が行われるべき療養（以下「特定疾患給付対象療養」といラ。）

　を受けた場合において、レセプト単位の一部負担金等の額が算定基準額を超えると

　きは、高額療養費を支給することとしたこと。（健康保険法施行令第41条第7項

　　（新設））

　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費の算定基準額については、年齢区分及び

　所得区分ごとに、通常の世帯合算の高額療養費の算定基準額と同額としたこと。た

　だし、多数回該当の場合の算定基準額については、特定疾患給付対象療養（入院療

　養に限る。）のあった月以前の12月以内に、同一の者が同一の医療機関で受けた

　特定疾患給付対象療養（入院療養に限る。）に係る高額療養費（健康保険法施行令

　第41条第7項の規定によるものに限る。）が支給されている月数が3月以上ある
　場合について、適用することとしたこと。（健康保険法施行令第42条第7項（新

　設））

　　その他、所要の改正を行うこととしたこと。

第2　健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）の一部改正（改正省令第

　1条及び附則第2条関係）

　一　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定に関する事項（健康保険法施行規則

　　第98条の2（新設）関係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けようとする者は、実施機関（特

　　定疾患給付の実施機関をいう。以下同じ。）を経由して保険者へ申し出るこ，とと

　　したこと。なお、低所得者区分に該当する者については、申出g際に、その旨を

　　寵する書類を提出することとしたこと。（第1項及び第2項）

　　　申出を受けて認定を行ったときは、保険者は、実施機関を経由して、認定を受

　　けた者に対し、当該者が該当する所得区分を通知することとしたこと。（第3項）

　　　なお、当該通知は、保険者からの連絡を受けた実施機関が、特定疾患給付の受

　　給に係る証書（以下r受給者証等jという。）に保険者名及び当該所得区分を記

　　載して認定を受けた者に対し交付することで行われるものであること。

　　　認定を受けた者は、低所得者区分に該当することとなったとき、特定疾患給付

　　を受けなくなったとき等は、実施機関を経由して保険者へ申し出ることとしたこ

　　と。（第4項）

　　　保険者は、認定を受けた者が該当する所得区分に変更が生じたときは、実施機

　　関を経由して、当該者に対し変更後の所得区分を通知することとしたこと。（第

　　5項）

　　　なお、当該通知は、保険者からの連絡を受けた実施機関が、受給者証等を更新

　　し、新たな所得区分を記載した受給者証等を認定を受けた者に対し交付すること



で行われるものであること。

　認定を受けた者は、特定疾患給付対象療養を受けようとするときは、実施機関

を経由して通知された所得区分を医療機関に申し出ることとしたこと。（第6項）

　なお、当該申出は、所得区分が記載された受給者証等を医療機関に提示するこ

とにより行われるものであること。

　認定を受けた者（70歳以上の低所得者以外の者及び限度額適用認定証又は限

度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けている者を除く。）が、特定疾患

給付対象療養を受けた場合において、同一の月に同一の医療機関から療養（健康

保険法施行令第43条第1項第1号に規定する入院療養等、第2号に掲げる入院

療養又は第3号に掲げる入院療養以外の療養に限る。）を受けた場合については、

限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けているも

のとみなし、高額療養費の現物給付の対象とすることとしたこと。（第7項）

二　その他所要の改正

　　改正令及び改正省令の施行に伴い、所要の改正を行うこととしたこと。

三　経過措置（改正省令附則第2条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けていない者については、引き

　続き、従前の高額療養費の支給規定（健康保険法施行令第41条第6項）を適用

　し、一律に一般所得区分と同額の算定基準額を適用して高額療養費の支給を行う

　こととなるが、平成21年5月から9月までの間、70歳以上の現役並み所得者

　及び医療機関に限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証を提出

　して特定疾患給付対象療養を受けた場合の当該療養を受けた者については、健康

　保険法施行規則第98条の2第1項の申出に基づく保険者の認定を受けているも

　のとみなし、特定疾患給付対象療養についで所得区分に応じた算定基準額を適用

　して高額療養費の支給を行うこととする経過措置を設けることとしたこと。　　　・

第2　関係告示の制定及び一部改正

　一　健康保険法施行令第四＋一条第七項の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療

　　に関する給付（平成21年厚生労働省告示第290号）の制定

　　　健康保険法施行令第41条第7項の規定に基づき、特定疾患給付として、次の

　　ものを定めることとしたこと。

　　①　小児慢性特定疾患治療研究事業による医療の給付又は医療に要する費用の支

　　　給

　　②　特定疾患治療研究事業による医療の給付

二　健康保険法施行令第四十一条第八項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治療

　及び疾病（昭和59年厚生省告示第156号）等の一部改正（平成21年厚生労

　働省告示第291号及び第292号関係）

　　改正令の施行により健康保険法施行令第41条及び第42条の規定が改正され



ることに伴い、次の告示の題名を改めることとしたこと。

①　健康保険法施行令第四十一条第八項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治

　療及び疾病（昭和59年厚生省告示第156号）

②　健康保険法施行令第四＋二条第八項第二号の規定に基づき厚生労働大臣が定

　める疾病（平成18年厚生労働省告示第489号）

■　船員保険関係

第1　船員保険法施行令（昭和28年政令第240号）の一部改正（改正令第3条関

　　係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、．健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこととしたこと。

第2　船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号）の一部改正（改正省令第2

　条及び附則第3条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る社会保険庁長官の認定に関する事項について、健康

　保険法施行規則の改正に準じた改正を行うとともに、同令の改正に伴う経過措置に

　準じた経過措置を設けることとしたこと。

皿　国民健康保険関係

　第1　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号）の一部改正（改正令第6

　　条関係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこととしたこと。

第2　国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）の一部改正（改正省

　令第3条友び附則第4条関係）

　一　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定に関する事項（国民健康保険法施行

　　規則第27条の12の2．（新設）関係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けようとする被保険者の属する

　　世帯の世帯主又は組合員は、実施機関を経由して保険者へ申し出ることとしたこ

　　と。また、当該申出の際に、いずれかの所得区分に該当する旨を証する書類を提

　　出しなげればならないこととしたこと。ただし、保険者は、当該事実を公簿等又

　　はその写しによって確認することができるときは、当該書類を省略させることが

　　できることとしたこと。（第1項及び第2項）

　　　保険者は、申出を受けて認定を行ったときは、実施機関を経由して、世帯主又

　　は組合員に対し、認定を受けた被保険者が該当する所得区分を通知することとし

　　たこと。（第3項）

　　　認定を受けた被保険者が該当する所得区分に変更が生じたときは、世帯主又は

　　組合員は実施機関を経由して、当該事実を保険者へ申し出ることとしたこと。た

　　だし、所得区分に変更が生じたことについて、保険者が公簿等又はその写しによ



って確認の上、第6項の規定による通知を行った場合は、この限りではないこと

としたこと。（第4項）

　当該申出の際に、変更後の所得区分を証する書類を提出しなければならないこ

ととしたこと。（第5項）

　保険者は、認定を受けた被保険者が該当する所得区分に変更が生じたときは、

実施機関を経由して、世帯主又は組合員に対し変更後の所得区分を通知すること

としたこと。（第6項）

　なお、第3項及び第6項の規定による通知は、保険者からの連絡を受けた実施

機関が、受給者証等に保険者名及び所得区分を記載して認定を受けた被保険者に

対し交付することで行われるものであること。

　認定を受けた被保険者は、特定疾患給付対象療養を受けようとするときは、実

施機関を経由して通知された所得区分を医療機関に申し出ることとしたこと。（第

7項）

　なお、当該申出は、所得区分が記載された受給者証等を医療機関に提示するこ

とにより行われるものであること。

　認定を受けた被保険者（70歳以上の低所得者以外の者及び限度額適用認定証

又は限度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けている者を除く。）が、特

定疾患給付対象療養を受’けた場合において、同一の月に同一の医療機関から療養

（国民健康保険法施行令第29条の4第1項第1号に規定する入院療養等、第2

号に掲げる入院療養又は第3号に掲げる入院療養以外の療養に限る。）を受けた

場合については、限度額適用認定証又ば限度額適用・標準負担額減額認定証の交

付を受けているもの．とみなし、高額療養費の現物給付の対象とすることとしたこ

と。（第8項）

二　その他所要の改正

　　改正令及び改正省令の施行に伴い、所要の改正を行うこととしたこと。

三　経過措置（改正省令附則第4条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けていない被保険者について

　は、引き続き、従前の高額療黍費の支給規定（国民健康保険法施行令第29条の

　2第6項）を適用し、一律に一般所得区分と同額の算定基準額を適用して高額療

　養費の支給を行うこととなるが、平成21年5月から9月までの間、70歳以上

　の現役並み所得者及び医療機関に限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額

　減額認定証を提出して特定疾患給付対象療養を受けた場合の当該療養を受けた者

　については、健康保険法施行規則第98条の2第1項の申出に基づく保険者の認

　定を受けているものとみなし、特定疾患給付対象療養について所得区分に応じた

　算定基準額を適用して高額療養費の支給を行うこととする経過措置を設けること

　としたこと。

第3　関係省令の一部改正



　改正令の施行により国民健康保険法施行令第29条の2等の規定が改正されるこ

とに伴い、次の省令について所要の改正を行うこととしたこと。

①　国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（昭和38年厚生省令

　第10号）

②　国民健康保険の事務費負担金等の交付額等の算定に関する省令（昭和47年厚

　生省令第11号）

IV　後期高齢者医療制度関係

　第1　高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号）の一部
　　改正（改正令第8条関係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこととしたこと。

第2一高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働省令第129

　号）の一部改正（改正省令第6条及び附則第5条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る後期高齢者医療広域連合の認定に関する事項につい

　て、国民健康保険法施行規則の改正に準じた改正を行うとともに、同令の改正に伴

　う経過措置に準じた経過措置を設けることとしたこと。

第3　関係告示の一部改正（平成21年厚生労働省告示第293号及び第294号関
　係）

　　改正令の施行により高齢者の医療の確保に関する法律施行令第14条の規定が改

　正されることに伴レ＼次の告示について所要の改正を行うこととしたことp

　①　後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額（平成19年厚

　　生労働省告示第395号）

　②　高齢者の医療の確保に関する法律施行令第十四条第五項の規定に基づき厚生労

　　働大臣が定める治療及び疾病（平成19年厚生労働省告示第397号）

第三　施行期目

　改正令、改正省令及び関係告示は、平成21年年月1日から施行すること。（改正

令附則第1条及び改正省令附則第1条等関係）



保発第0430002号
平成21年4月30日

地方厚生（支）局長　殿

厚生労働省保険局長
　（公　印　省　略）

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

号。以下「改正省令」という。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1目から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び主な内容につ

いては・下記のとおりであるので、，その運用に当たっては十分に留意の上、保険者の指導

にあたり遺憾なきを期されたい。

（以下略）

！



保発第0430003号
平成21年4月30目

都道府県知事　殿

厚生労働省保険局長

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

号。以下F改正省令」という。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1目から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び内容は下記の

とおりであるので、その旨御了知の上、貴都道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）、

国民健康保険組合及び後期高齢者医療広域連合等に周知徹底を図られたい。

（以下略）



保発第0430004号
平成21年4月30日

全国健康保険協会理事長　殿

厚生労働省保険局長

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

．号。以下「改年省令」という。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1日から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び主な内容につ

いては、下記のとおりであるので、その運用に当たっては十分に留意の上、被保険者等へ

の周知を図る等遺憾なぎを期されたい。

（以下略）



保発第0430004号
平成21年4月30目

健康保険組合理事長　殿

厚生労働省保険局長

r

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

号。以下r改正省令」という。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1日から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び主な内容につ

いては、下記のとおりであるので、その運用に当たっては＋分に留意の上、被保険者等へ

の周知を図る等遺憾なきを期されたい。　　　　　　　・

（以下略）
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、 保医発0430001号

平成21年4月30日

地方厚生（支）局医療指導課長

都道府県民生主管部（局），

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

　後期高齢者医療主管課（部）長

殿

厚生労働省保険局医療課長

厚生労働省保険局歯科医療管理官

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

　「健康保険法施行令等の一部を改正する政令」　（平成21年政令第135号）、　「健康保険法

施行規則等の一部を改正する省令」　（平成21年厚生労働省令第108号）及び「健康保険法施

行令第四十一条第七項の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」　（平成21年

厚生労働省告示第290号）等関係告示（以下「改正政令等」という。）が本日公布され、い

ずれも平成21年5，月1日から施行されるところである。

　これに伴い、　「診療報酬請求書等の記載要領等について」　（昭和51年8月7日保険発第82

号）及び「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」　（平成18年3月30日保医発第0330

008号）の一部を別紙1及び2のとおり改正し、平成21年5月1日から適用することとする。

　改正内容及び適用に当たっての留意事項は1下記のとおりであるので、その取扱いに遺漏

のないよう関係者に対し周知徹底を図られたい。

記

1　改正政令等の概要について（別添1及び2参照）

　（1）現在、公費負担医療の対象療養については、患者の所得区分にかかわらず、レセプ

　　　ト単位で一律「一般所得者」の自己負担限度額を適用して高額療養費を支給している

　　　ところである。

　（2）今般、特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業（以下「特定疾患



　治療研究事業等」という。）の対象療養に係る自己負担限度額について、都道府県に

　おいて所得が把握されていること等を踏まえ、原則どおり患者の所得に応じた額とし

　て取り扱い、あわせて多数回該当の場合の自己負担限度額の軽減を行うこととする。

　な却、多数回該当ゐ適用については＼個人単位、医原機関単位での特定疾患治療研究，

　事業等の対象療養に係る高額療養費の支給回数のうち、入院のみをカウントの対象と

　する。したがって、現物給付の対象となっている在宅時医学総合管理料、特定施設入

　居時等医学総合管理料及び在宅末期医療総合診療料については、入院外である左め、

　当該多数回該当のカウント対象にはならない。

（3）また、これに伴い、平成21年5月1日以降、順次、特定疾患医療受給者証及び小児

　慢性幣定疾患医療受診券（以下・　「受給者証等」という・）に所得区分を追加する・

（4）施行日は、平成21年5月1日とする。

2　r診療報酬請求書等の記載要領等について」等の改正内容について（別添3参照）

（1）特定疾患治療研究事業等の受給者の場合の特記事項欄への記載について

　　特定疾患治療研究事業等の受給者証等が提示され、当該受給者証等に所得区分の記

　載（1～W及びA～C）がある場合には、それぞれの所得区分に応じ、特記事項欄に

　　「17上位」　「18一般」　「19低所」を記載する。これは、医科、歯科、調剤、訪問看護

　全てを対象とする。

（2）多数回該当の場合の特記事項欄への記載について（入院の場合のみ）

　　特定疾患治療研究事業等にかかる医療について、多数回該当に該当した場合には・

　所得区分に応じて、特記事項欄に「22多上」　「23多一」　「24多低」と記載する。

　　なお、多数回該当の対象は入院のみであるため、医科・歯科の入院外の診療報酬明

　細書、調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書に記載することはない。

3　受給者証等に所得区分が追記されるまでの間の取扱いについて（別添4参煕）

　　今回の見直しに伴い、受給者証等に適用区分欄が追加されることとなるが、適用区分

　欄が追加された受給者証等の更新が平成21年5月1日（改正政令等の施行日）に間に合

　　わない場合、別添4のような取扱いとする。なお、別添4の①の場合（更新前の受給者

　証のみの提示である場合）は、一特記事項への所得区分の記載はしないこととするが、こ一

　の取扱いは「特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業に係る高額療養

　費制度の見直しに伴う「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の改正案につい

　　て」　（平成21年4月7日付け保険課・医療課事務連絡）において示した取扱いと異なる

　　ため、留意すること。

　　　また、受給者証等は、平成21年9月末まで1とは更新が終了する予定である。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’［麺

　「診痘報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号）の一部改正

　について

1　別紙1のHの第3の2の（13）の表中「17」から「19」を次のように改める。

コード 略号 内　　　　　　容

17 上位 以下のいずれかに該当する場合

①　r上位所得者の世帯」の限度額適用認定証が提示された場合

②　r上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯」の適用区分の

記載のある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示さ

れた場合（特記事項「22」に該当する場合を除く。）

18 一般 以下のいずれかに該当する場合

①　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の限度額適用認定証が

提示された場合

②　r上位所得者の世帯」又はr低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のあ

る特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合

（特記事項「23」に該当する場合を除く。）

19 噺 以下のいずれかに該当する場合

①　「低所得者の世帯」の限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額

認定証が提示された場合

②　r低所得者の世帯」の適用区分の記載のある特定疾患医療受給者証又は小

児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合（特記事項「24」に該当する

場合を除く。）

2　別紙1のIIの第3の2の（13）の表の「21」の次に次のように加える。

コード 略号 内　　　　　　容

22 多上 　r上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）．の世帯」の適用区分の記

ﾚのある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された

鼾№ﾅあって、特定疾患治療研究事業又は小児慢性特定疾患治療研究事業に係

骭��薗S医療（入院に限る。）の自院における高額療養費の支給が直近12

膜至ﾔにおいて4月目以上である場合（以下r特定疾患給付対象療養高額療養

�ｽ数回該当の場合」という。）

23 多一 　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のある

ﾁ定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合であ

ﾁて、特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合

24 多低． 　「低所得者の世帯」の適用区分の記載のある特定疾患医療受給者証又は小児

攝ｫ特定疾患医療受診券が提示された場合であって、特定疾患給付対象療養高

z療養費多数回該当の場合



3　別紙1の皿の第3の2の（33）の「イ」及び「ウ」中「限度額適用認定証又は限度額適用一

　・標準負担額減額認定証」をr限度額適用認定証若しくは限度額適用・標準負担額減額認

定証又は特定疾患医療受給者証若しく．は小児慢性特定疾患医療受診券（特定疾患医療受給

者証及び小児慢性特定疾患医療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載があるもの

　に限る。）」に改める。

4　男IJ紙1のnの第3の2の（38）のrシ」からrセ」を次のように改める。

シ　　r上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分がAであるもの）が提示

　された場合又はr上位所得者（76歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯jの特

　定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾患医療受診券（適用区分がA又はIV

　，であるもの）が提示され，た場合（特定疾患給付：対象療養高額療養費多数回該当の

　場合を除く。）には、　「特記事項」欄に「上位」と記載すること。

ス　　「上位所得者の世帯」若しくは「低所福者の世帯」以外の限度額適用認定証

　（適用区分がBであるもの）が提示された場合又は「上位所得者の世帯」若しく

　はr低所得者の世帯」以外の特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾患医

　療受診券（適用区分がB又は皿であるもの）が提示された場合（特定疾患給付対

　象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）には、　「特記事項」欄に「一般」

　と記載すること。

セ　　1低所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分がCであ首もの）若しくは

　限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が低所得であるもの）が提示され

　た場合又は「低所得者の世帯」の特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾

　患医療受診券（適用区分が¢又巌1若しくはIIであるもの）が提示された場合

　（特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）には、　「特記事

　項」欄に「低所」と記載すること。

5　別紙1の1【の第3の2の（38）の「タ」の次に次のように加える。

チ　　「上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯」の適用区分の記載

　のある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合

　であって、特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合には、　「特記事

　項」欄に「多上」，と記載すること。

ツ　　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のある特

　定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合であって、

　特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合には、　「特記事項」欄に「多

　一」と記載すること。’

テ　　r低所得者の世帯」の適用区分ゐ記載のある特定疾患医療受給者証又は小児慢

　性特定疾患医療受診券が提示された場合であって、特定疾患給付対象療養高額療

　養費多数回該当の場合には、　「特記事項」欄に「多低」と記載すること。



6　別紙1のHの第3の2の（39）の「カ」を次のように改める。

カ　その他は、（38）のア、イ、オからセまで及びチからテまでと同様であること。

7　別紙1の皿の第3の2の（34）の「コ」から「シ」を次のように改める。

コ　　「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分がAであるもの）が提示

　された場合又は一r上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯」の特

　定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾患医療受診券（適用区分がA又はN

　であるもの）が提示された場合（特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の

　場合を除く。）には、　「特記事項」欄に「上位」と記載すること。

サ　　「上位所得者の世帯」若しくは「低所得者の世帯」以外の限度額適用認定証

　（適用区分がBであるもの）が提示された場合又はr上位所得者の世帯」若しく

　はr低所得者の世帯」以外の特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾患医

　療受診券（適用区分がB又は皿であるもの）が提示された場合（特定疾患給付対

　象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）には、　「特記事項」欄に「一般」

　と記載すること。

シ　　r低所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分が。であるもの）若しくは

　限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が低所得であるもの）が提示され

　た場合又は「低所得者の世帯」の特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾

　患医療受診券（適用区分が。又は1若しくはHであるもの）が提示された場合

　（特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）には、　1特記事

　項」欄に「低所」と記載すること。　　　　　　　　　　　　　　・

8　別紙1の皿の第3の2の（34）の「ソ」の次に次のように加える。

タ　　「上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯」の適用区分の記載

　のある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合

　であって、特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合には、　「特記事

　項」欄に．「多上」と記載すること。

チ　　r上位所得者の世帯」又はr低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のある特

　定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合であって・

　特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合には、　「特記事項」欄に「多

　一」と記載すること。

ツ　　「低所得者の世帯」の適用区分の記載のある特定疾患医療受給者証又は小児慢

　性特定疾患医療受診券が提示された場合であって、特定疾患給付対象療養高額療

　養費多数回該当の場合には、　「特記事項」欄に「多低」と記載すること。



9　別紙1のIVの第2の2の（33）の「エ」を「キ」、

め、　「ウ」の次に次のように加える。’

「オ」を「ク」、　「カ」を「ケ」に改

エ　，r上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）・の世帯」の特定疾患医療受

　給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券（適用区分がA又はlvであるもの）が提

　示された場合には、　「特記事項」欄に「上位」と記載すること。

オ　’「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の特定疾患医療受給者証又

　は小児慢性特定疾患医療受診券（適用区分がB又は皿であるもの）が提示された

　場合には、・「特記事項」欄に「一般」と記載すること。

カ　　「低所得者の世帯」の特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券

　！適用区分がC又は1若しくはIIで南るもの）が提示された場合には・「特記事

　項」欄に「低所」と記載すること。



囮「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」

の一部改正について

（平成18年3月30日保医発第0330008号）

1　別紙のnの第2の12の表の「16」の次に次のように加える。

コード

17

18

19

略号
上位

一般

噺

内 容

　「上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の世帯」の適用区分の記

載のある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された

駝
　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のある

特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合

　「低所得者の世帯」の適用区分の記載のある特定疾患医療受給者証又は小児

慢性特定疾患医療受診券が提示された場合



（参考）

r診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号）の一部改正について

改　　正　　後 改　　正　　前

別紙1
H　診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領
　’第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第2）
　　2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
・（ユ3）「特記事項ゴ欄について

　　　記載する略号をまとめると、以下のとおりであること．。
　　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。

コード 略号 内　　　　　容 コード 略号 内　　　　　容

17 上位 以下のいずれかに該当する場合
@一「上位所得者の世帯」の限度額適用認定
@証が提示された場合
Q　　r上立所相者　70歳以上の場合は現役並

17 上位 　「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証が，
�ｦされ之場合

み所得者）の世帯iの適用区分の記載のあ
る特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定
疾患医療受診　が提示された場合（特記事
項「22」に該当する場合を除く）

18 一般 以下のいずれかに該当する場合　　ノ
@　　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の
@世帯」以外の限度額適用認定証が提示され
@た場合
A　　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の

18 一般
　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」．以外の限度額適用認定証が提示された場合

・世帯」以外の適用区分の記載のある特定疾
患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療
受診券が提示された場合（特記事項「23」
に該当する場合を除く。）

19 低所 以下のいずれかに該当する場合
@　　「低所得者の世帯」の限度額適用認定証
@又は限度額適用・標準負担額減額認定証が

19 低所 　「低所得者の世帯」．の限度額適用認定証又は
ﾀ度額適用・標準負担額減額認定証が提示され
ｽ場合

別紙1
11　診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領
　第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第2）
　　2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
　（13）「特記事項」欄について
　　　記載する略号をまとめると、以下のとおりであること。
　　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。



　提示された場合．
A　　「低所得者の世帯」の適用区分の記載の

ある特定疾患医療受給者証又は小児慢性特
定疾患医療受診　が提示された場合（特記
事項r24」に該当する場合を除く）

20
`
2
1

（略）

20
`
2
1

（略）

22 塾 「上立　得者（70歳£上の場合は　1並み

一 得者）の世帯　の適用区∠の記　のある特定疾
患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診
・が提示された場合であって、特定疾患治療研

究事　又は小児慢性特定疾患治療研究事業に係
る公費負担医療（入院に限る。）の自院におけ
る高額療養費の支給が直近12ヶ月間において
4月目以上である場合（以下r特定疾患給付対
象療養高額療養　多数回該当の場合　という。）

23 多一 「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」

一 一 以外の適用区分の記載のある特定疾患医療受給
者証又は小児慢性特定疾患医療巫診　が提示さ
れた場合であって、特定疾患給付対象療養高額
療養費多数回該当の場合

24 多低 r低所得者の世帯」の適用区分の記載のある

一 一 特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医
療受診　が提示された場合であって、特定疾患
給付対象療養高額療養費多数回該当の場合

（33） 　「療養の給付」欄について
イ　医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって腿

灘萎萎ll購蕪萎ll萎1萎

があるものに限る）の提示があった者で高額療養費が
現物給付された者に係るものを除く。）に係る入院にお
けるr負担金額」の項、入院外におけるr一部負担金額」

（33） 　「療養の給付」欄について
イ　医療保険（高齢肇給者及び高齢受給者以外であって腿
　度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証

の提示があった者で高額療養費が現物給付された者に係
るものを除く。）に係る入院における「負担金額」の項、
入院外における「一部負担金額」の項については、以下
によること。
（ア）～（イ）（略）



　の項については、以下障よること。
　（ア）～（イ）（略）

ウ　医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって腿
　度　適用認定証若しくは限度額適用・標準　担額減額認
　定証又は特定疾患　療慈　者証若しくは小児慢性特定疾
患医療受診　　（特定疾患医　受給者証及び小児慢性特定
疾患医療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載
があるものに限る）の提示があった者で高額療養費が
現物給付された者に係るものに限る。）及び後期高齢者
医療に係る入院における「負担金額」の項、入院外にお
ける「一部負担金額⊥の項については、以下によること。
（ア）～（キ）（略）

．（38）　その他

　　．シ 「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分
　がAであるもの）が提示された場合又は「上立所得者（7
　0歳以上の場合は　役並み　得者）の世帯　の特定疾患医
　療受給者証若しくは小児慢性特定疾患医療受診券（適用
　区分がA又はWであるもの）が提示された場合（特定疾
　患給付対象療養高　療　　　　回該当の場合を除く　）
　には、「特記事項」欄に「上立」と記　すること
ス　　「上立所得者の世帯」若しくは「低月得者の世帯」以
　外の限度額適用認定証（適用区分がBであるもの）が提
　示された場合又は「上立所得者の世帯」若しくは「低所
　得者の世帯」以外の特定疾患医療受給者証若しくは小児
　慢性特定疾患医療受診　　（適用区分がB又は皿であるも
　の）が提示された場合（特定疾患給付対象療養高額療養
　費多数回該当の場合を除く）には、「特記事項」欄に「一
　般」と記載すること。
セ　　「低所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分が
　Cであるもの）若しくは限度　適用・標準負担額減額認
　定証（適用区分が低所得であるもの）が提示された場合
　又は「低月得者の世帯」の特定疾患医療受給者証若しく
　は小児慢性特定疾患医療受診　　（適用区分がC又は1若
　しくはHであるもの）が提示された場合（特定疾患給付
　対象療養高額療養費　数回該当の場合を除く）には、「特

ウ　医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって墾
　度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証
の提示があった者で高額療養費が現物給付された者に係
るものに限る。）及び後期高齢者医療に係る入院におけ
るr負担金額」の項、入院外における「一部負担金額」
の項については、以下によること。
（ア）～（キ）（略）

（38）　その他

　　シ　　「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分
　　がAであるもの）が提示された場合には、「特記事項」欄
　　に「上位」と記載すること。

ス　　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の
　限度額適用認定証（適用区分がBであるもの）が提示さ
　れた場合には～r特記事項」欄に「一般」と記載するこ
　と。

セ　　「低所得者の世帯」の限度額認定証（適用区分がCで
　あるもの）又は限度額適用・標準負担額減額認定証（適
　用区分が低所得であるもの）が提示された場合には、r特
　記事項」欄に「低所」と記載すること。



記事項」欄に「低所」と記載すること。
ソ～タ（略）

チ

　世帯」の適用区△の記　のある特定疾患医療受給者証又
　　「上立所得者・（70歳以上の場合は現役並み所得者）の

　は小児慢性特定疾患医療善診　が提示された場合であっ
　て、特定疾患給付対象療養高額療養　　数回該当の場合
　には、「特記事項」欄に「多上」と記載すること
ツ　　「上立β得者の世帯　又は．「低月得者の世帯」以外の
　適用区分の記　のある特定疾患医療受給者証又は小児慢
　性特定疾患医療受診’が提示された場合であって、特定
　疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合には、「特
　記事項　　にr一」と記　すること。
テ　　「低所得者の世帯」の適用区∠の記　のある特定疾患

（39）

医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示さ
れた場合であって、特定疾患給付対象療養高額療養費多
数回該当の場合には、「特記事項」欄に「　低」と記載
すること

　後期高齢者医療におけるその他
ア～オ（略）

カ　その他は、
　までと同様であること。

（38）のア、イ、オからセまで及びチからテ

皿　歯科診療1と係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載

　要領
　第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第3）
　　2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
（34）　その他
　　コ　　「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分
　　　がAであるもの）が提示された場合又はr上位所相者（7

簾蕪蒸糞繋響離襲薙畢
0歳以上の場合は　役並み所得者）の世帯　の特定疾患医

には、「特記事項」欄に「上位」と記載すること。

ソ～タ（略）

（39）　後期高齢者医療におけるその他
　　ア～オ（略）
　　カ　その他は、（38）のア、一イ及びオからサまでと同様であ
　　　ること。

皿　歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載
　要領
　第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第3）
　　2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
（34）　その他

　　コ　．「上位所得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分
　　　がAであるもの）が提示された場合には、「特記事項」
　　　欄に「上位」・と記載すること。



サ　　「上立刀Z者の世帯　若しくは「低所得者の世帯」以
　外の限度額適用認定証（適用区分がBであるもの）が提
　示された場合又はr上立刀得者の世帯　若しくはr低月
　∠者の世帯」以外の特定疾患医療受者証若しくは小児
　慢性特定疾患医療善診　　（適用区　がB又は皿であるも
　の）が提示された場合（特定疾患給付対象療養高　療養

費多数回該当の場合を除く。）には、「特記事項」欄に「一

シ　　「低月得者の世帯」の限度額適用認定証（適用区分が
　Cであるもの）若しくは限度額適用・標準負担額減額認
定証（適用区分が低所得であるもの）が提示された場合
又は「低一得者の世帯　の特定疾患医療魯　者証若しく
は小児慢性特定疾患医療巫診　　（適用区　がC又は1若
しくはHであるもの）が提示された場合（特定疾患給付
対象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）には、「笹
記事項　欄に「低所」と記載すること

ス～メ（略）

タ．「上位所得者（・70歳以上の場合は現役並み所得者）の
　世帯」の適用区　の記　のある特定疾患医療受給者証又
　は小児慢性　定疾患医療函診　が提示された場合であっ
　て、特定疾患　付対象療養高額療養　　　回該当の場合
　には、r特記事項」欄にr　上」と記載すること。・
チ　　「上立　得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の
　適用区　の記　のある特定疾患医療善給者証又は小児慢

・’ ｫ特定疾患医療受診　が提示された場合であって、特定
　疾患給付対象療養高額療養　　数回該当の場合には、「特
　記事項」欄に一「　一」と記　すること
ツ　　「低所得者の世帯」の適用区　の記載のある特定疾患
　医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診’が提示さ
　れた場合であって、特定疾患給付対象療養高額療養
　数回該当の場合には、「特記事項」欄に「　低」と記載
　すること

IV　調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項
　第2　調剤報酬明細書の記載要領（様式第5）．

サ　　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の
　限度額適用認定証（適用区分がBであるもの）が提示さ
　れた場合には、丁特租事項」欄に「一般」と記載するこ
　と。

シ　　「低所得者の世帯」の限度額認定証（適用区分がCで噛
　あるもの）又は限度額適用・標準負担額減額認定証（適
　用区分が低所得であるもの）が提示された場合には、「特
　記事項」欄に「低所」と記載するζと。

ス～ソ（略）

IV　調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項
　第2　調剤報酬明細書の記載要領（様式第5）



（33）

2　調剤報酬明細書に関する事項
　その他
ア～ウ（略）
エ　　「上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所得者）の
　世帯」の特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医
　療受診券一（適用区分がA又はIVであるもの）が提示され
　た場合には、「特記事項」欄に「上位」と記載すること。
オ　　「上位所得者の世帯　又は「低月得者の世帯　以外の
　特定疾患医療受省者証又は小児慢性特定疾患医療受診
　（適用区∠がB又は皿であるもの）が提示された場合に
　は、「特記事項」欄に「一般」と記　すること。
カ　　「低所得者の世帯」の特定疾患医療受給者証又は小児
　慢性特定疾患医療受診　　（適用区分がC又は1若しくは
　πであるもの）が提示された場合には、「笹記事項」欄
　に「低所」と記載すること。

ラ
　
　

略
略
略

（
（
（

ま
之
ケ

　　2　調剤報酬明細書に関する事項
（33）　その他」

　　ア～ウ（略）

エ（略）

オ（略）

カ（略）



「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」（平成18年3月30目保医発第0330008号）の一部輩正について

改　　正　　後 改　　正　　前

H　請求書等の記載要領
　纂2　明細書に関する事項（様式第四）

　12　r特記」欄について
　　　次の表の内容に該当する特記事項を記載する場合は・略
　　称を記載すること占
　　　なお、電子計算機の場合はコードと略称を記載すること。

n　請求書等の記載要領
第2　明細書に関すう事項（様式第四）

　12　「特記」欄について
　　　次の表の内容に該当する特記事項を記載する場合は、略
　　称を記載すること。
　　　なお、電子計算機の場合はコードと略称を記載すること。

コード 略号 1　　　　内　　　　　容 コード． 略号’ 内　　　　　容

01̀
16’・

（略） 01　噛

`
1
6

（略）

17 堆 r上位所得者（70歳以上の場合は現役並み所 20 （略）

一 得者）の世帯」の適用区分の記載のある特定疾
ｳ医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診
狽ｪ提示された場合

18 一般‘

一 一
　「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」
ﾈ外の適用区分の記載のある特定疾患医療受給
ﾒ証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示さ
黷ｽ場合

19 低所 r低所得者の世帯」の適用区分の記載のある

一 一 特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医
ﾃ受診券が提示された場合

20 （略）



（別添1）

　　　　特定疾患治療研究事業及ぴ小児慢性特定疾患治療研究事業に係る高額療養費の

　　　　　自己負担限度額（月）について

①70歳未満

猛

一律80，100円＋
　〈医療費一267，000円〉×1％

②　70歳以上

珊　21　5　芝

上位所得者
i月収53万円以上）

150，000円十
@　〈医療費，500，000円〉×1％
i多数回該当83，400円）※

一般『
80，100円十
@　　〈医療費一267，000円〉x1％
i多数回該当44，400円）※

低所得者
35，400円
i多数回該当24，600円）※

※多数回該当については入院についてのみ適用

猛

一律外来
　　入院

12，000円
44，400円

…　’21　5　琵

外来 入院

現役並み所得者 44，400円
80，100円十
q医療費一267，000円〉×1％
i多数回該当44，400円）※

一般 12，000円 44，400円

低所得者
i住民税非課税）

五 24，600円

1
8，000円

15，000円

※多数回該当についヌコま入院についてのみ適用

（注1）現行と同様にレセプト単位で現物給付を行い、公費負担後のなお残る負担額については・世帯合算により償還払いとする。

（注2）多数回該当の対象とするのは、平成21年5月がらの診療分とする。



特定疾患医療受給者証の様式改正

（現行）

特定疾患医療受給者証　　一舶己負担有壌

公費負担番号

公費負担医療の受給

ﾒ番号、

居住地

受
給
者

氏名

生年月日

病名

所在地

受療医

ﾃ機関
名称

診療科目

有効期間 平成年月日
ｽ成年月目
外来’ 円

月額自己負担限度額
入院 円

都道府県知事名及び印

交付年月日

（改正案ン

特定疾患医療受給者証　　　一部自己負担有秦

公費負担番号

公費負担医療の受給

ﾒ番号

居住地
受
給
者

氏名

生年月目

病名

所在地

受療医

ﾈ機関
名称

保険者に確認した所得区分を以下のと　，

ｨり記載

i70歳未満）　　（70歳以上）

`：上位所得者　】V：現役並み所得者

a：一般　　　　皿：一般

b：低所得者　　E：低所得者H

@　　　　　　I：低所得者1
診療科目

・保険者（※）

被保険者証の記号・番号
i※※）

適用区分

有効期間 平成年月日
ｽ成年・月日

外来 円

月額自己負担限度額
入院 円

都道府県知事名及び印

交付年月日

｝卸

※　　後期高齢者広域連合を含む

※※後期高齢者医療制度においては被保険者番号



小児慢性特定疾患医療受診券の様式改正
（現行） （改正案）

小児慢性特定疾患医療受診券　一部自己負担　有・無

公費負担番号

公費負担医療の受給

ﾒ番号

居住地

受
診
者

氏名

生年月日
、

疾患名

所在地

受療医

ﾃ機関
名称

診療科目

有効期間
平成年月　日から

ｽ成年月日まで

外来 円

月額自己負担限度額
入院 円

都道府県知事名（市長・

ｼ）及び印

交イ寸年月日

小児慢性特定疾患医療受診券　一部自己負担　有・無

公費負担番号

公費負担医療の受給

ﾒ番号

居住地

受
診
者

氏名

生年月日

疾患名

所在地

保険者に確認した所得区分を

ﾈ下のとおり記載

`：上位所得者
a：一般

b：低所得者

受療医

ﾃ機関
名称

診療科目

保険者名

被保険者証の記号・番号 適用区分

有効期間
平成年月　日から

ｽ成年月日まで
外来 円

月額自己負担限度額
入院 円

都道府県知事名（市長名）及び印

交付年月卑

｝勘



（別5恭2）

保発第0430002号
平成21年4月30目

地方厚生（支）局長殿

厚生労働省保険局長
　（公　印　省　略）

健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

　健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成21年政令第135号。以下「改正令」

という。）、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第108

号。以下「改正省令」という。）及び関係告示については、本日公布され、平成21年5

月1日から施行することとされたところであるが、これらの改正の趣旨及び主な内容につ

いては、下記のとおりであるので、その運用に当たっては十分に留意の上、保険者の指導

にあたり遺憾なきを期されたい。

記

第一　改正の趣旨

　公費負担医療の対象療養に係る高額療董費については、原則として、レセプト単位で、

一律に一般所得区分と同じ算定基準額（自己負担限度額）を適用して支給しているとこ’

ろであるが1公費負担医療のうち特定疾患玲療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究

事業については、治療方法・診断法の確立などにより医療の質の向上が図られるなど医

療保険制度やその加入者においても効果が期待できるものであり、当該事業の実施機関

において、これまでも対象者の所得が概ね把握されていること等を踏まえ・当該事業の

対象となる療養について、通常の高額療養費に準じて、所得区分別の自己負担限度額を

適用するとともに多数回該当の場合の自己負担限度額を設定することとし、関係政令、

関係省令及び関係告示について所要の改年等を行うものであること。



第二　改正の主な内容

1　健康保険関係
第1　健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）の一部改正（改正令第1条関

　　係）
　　厚生労働省令で定めるところにより保喚者の認定を受けた者が、健康保険法施行

　令第41条第7項に規定する厚生労働大臣炉定める医療に関する給付（以下「特定

　．疾患給付」という。）が行われるべき療養（以下「特定疾患給付対象療養」という。）

　　を受けた場合において、レセプト単位の一部負担金等の額が算定基準額を超えると

　　きは、高額療養費を支給することとしたこと．（健康保険法施行令第41条第7項

　　（新設））

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費の算定基準額については、年齢区分及び

　　所得区分ごとに、通常の世帯合算の高額療養費の算定基準額と同額としたこと。た

　　だし、多数回該当の場合の算定基準額については、特定疾患給付対象療養（入院療

　　養に限る．）のあった月以前の12月以内に、同一の者が同一の医療機関で受けた

　　特定疾患給付対象療養（入院療養に限る。）に係る高額療養費（健康保険法施行令

　　第41条第7項の規定にぶるものに限る。）が支給されている月数が3月以上ある

　　場合につレ．・て、適用することとしたこと。（健康保険法施行令第42条第7項（新

　　設））

　　　その他、所要の改正を行うこととしたこと。

第2　健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）の一部昨正（改正省令第

　1条及び附則第2条関係）
　一　特定疾患給付対象擦養に係る保険者め認定に関する事項（健康保除法施行規則

　　第98条の2（新設）関係）
　　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けようとする者は、実施機関（特

　　定疾患給付の実施機蘭をいう。以下同じ。）を経由して保険者へ申し出るととと

　　したこと。なお、低所得者区分に該当する者については、申出の際に、その旨を

　　証する書類を提出することとしたこと。（第1項及び第2項）

　　　申出を受けて認定を行ったときは、保険者は、実施機関を経由して・認定を受

　　けた者に対し、当該者が該当する所得区分を通知するごととしたこと。（第3項）

　　　なお、当該通知は、保険者からの連絡を受けた実施機関が、特定疾患給付の受

　　給に係る証書（以下「受給者証等」という。）に保険者名及び当該所得区分を記

　　載して認定を受けた者に対し交付することで行われるものであること。

　　　認定を受けた者は、低所得者区分に該当することとなったとき、特定疾患給付

　　を受けなくなったとき等は、実施機関を経由して保険者へ申し出ることとしたこ

　　と。（第4項）

　　　保険者は、認定を受けた者が該当する所得区分に変更が生じたときは、実施機

　　関を経由して、当該者に対し変更後の所得区分を通知することとしたこと。（第

　　5項）



　なお、当該通知慮、保険者からの連絡を受けた実施機関が、受給者証等を更新

し、新たな所得区分を記載した受給者証等を認定を受けた者に対し交付すること

で行われるもめであること。

　認定を受けた者は、特定疾患給付対象療養を受けようとするときは・実施機関

を経由して通知された所得区分を医療機関に申し出ることとしたこと。（第6項）

　なお、当該申出は、所得区分が記載された受給者証等を医療機関に提示するこ

とにより行われるものであること。

　認定を受けた者（70歳以上の低所得者以外の者及び限度額適用認定証又は限

度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けている者を除く。）が、特定疾患

給付対象療養を受けた場合において、同一の月に同一の医療機関から療養（健康

保険法施行令第43条第1項第ユ号に規定する入院療養等、第2号に掲げる入院

療養又は第3号14掲げる入院療養以外の療養に限る。）を受けた場合については、

限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けているも

のとみなし、高額療養費の現物給付の対象とすることとしたこと。（第7項）

二　その他所要の改正
　　改正令及び改正省令の施行に伴い、所要の改正を行うこととしたこと。

三　経過措置（改正省令附則第2条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けていない者については・引き

　続き、従前の高額療養費の支給規定（健康保険法施行令第41条第6項）を適用

　し、一律に一般所得区分と同額の算定基準額を適用して高額療養費の支給を行う

　こととなるが、平成21年5月から9月までの間、70歳以上の現役並み所得者

　及び医療機関に限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証を提出

　して特定疾患給付対象療養を受けた場合の当該療養を受けた者については、健康

　保険法施行規則第98条の2第1項の申出に基づく保険者の認定を受けているも

　のとみなし、特定疾患給付対象療養について所得区分に応じた算定基準額を適用

　して高額療養費の支給を行うこととする経過措置を設けることとしたこと・

第3　関係告示の制定及び一部改正
’一@健康保険法施行令第四十一条第七項の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療

　　に関する給付（車成2i年厚生労働省告示第290号）の制定

　　　健康保険法施行令第41条第7項の規定に基づき、特定疾患給付≧して、次の

　　ものを定めることとしたこと。

　　①小児慢性特定疾患治療研究事業による医療の給付又は医療に要する費用の支

　　　給

　　②　特定疾患治療研究事業による医療の給付

二　健康保険法施行令第四十一条第八項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治療

　及び疾病（昭和59年厚生省告示第156号）等の一部改正（平成21年厚生労



働省告示第291号及び第292号関係）
　改正令の施行により健康保険法施行令第41条及び第42条の規定が改正され

ることに伴い、次の告示の題名を改めることとしたこと。

①健康保険法施行令第四十一条第八項の規定に基づき厚生労働大臣が定める治

　療及び疾病（昭和59年厚生省告示第156号）

②　健康保険法施行令第四十二条第八項第二号の規定に基づき厚生労働大臣が定

　める疾病（平成18年厚生労働省告示第489号）

■　船員保険関係

第1　船員保険法施行令（昭和28年政令第240号）の一部改正（改正令第3条関

　　係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこととしたこと。・

第2　船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号）の一部改正（改正省令第2

　条及び附則第3条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る社会保険庁長官の認定に関する事項について、健康

　保険法施行規則の改正に準じた改正を行う．とともに、同令の改正に伴う経過措置に

　準じた経過措置を設けるごととしたこと。

皿　国民健康保険関係

　第1　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号）の一部改正（改正令第6

　　条関係）

　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこととしたこと。

第2　国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）の一部改正（改正省

　令第3条及び附則第4条関係）

　一　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定に関する事項（国民健康保険法施行

　　規則第27条の12の2（新設）関係）
　　　特定疾患給付対象療養に係る保険者の認定を受けようとする被保険者の属する

　　世帯の世帯主又は組合員は、実施機関を経由して保険者へ申し出ることとしたこ

　　と。また、当該申出の際に、いずれかの所得区分に該当する旨を証する書類を提

　　出しなげればならないこととしたこと。ただし、保険者は、当該事実を公簿等又

　　はその写しによって確認することができるときは、当該書類を省略させることが

　　できることとしたこと。（第1項及び第2項）

　　　保険者は、申出を受けて認定を行ったときは、実施機関を経由して、世帯主又

　　は組合員に対し、認定を受けた被保険者が該当する所得区分を通知することとし

　　たこと。（第3項）

　　　認定を受けた被保険者が該当する所得区分に変更が生じたときは、世帯主又は



組合員は実施機関を経由して、当該事実を保険者へ申し出ることとしたこと，。た

だし、所得区分に変更が生じたことについて、保険者が公簿等又はその写しによ

って確認の上、第6項の規定による通知を行った場合は、この限りではないこと

としたこと。（第4項）

　当該申出の際に、変更後の所得区分を証する書類を提出しなければならないこ

ととしたこと。（第5項）

　保険者は、認定を受けた被保険者が該当する所得区分に変更が生じたときは、、

実施機関を経由して、世帯主又は組合員に対し変更後の所得区分を通知すること

としたこと。（第6項）

　なお、第3項及び第6項の規定による通知は、保険者からの連絡を受けた実施

機関が、受給者証等に保険者名及び所得区分を記載して認定を受けた被保険者に

対し交付することで行われるものであること。

　認定を受けた被保険者は、特定疾患給付対象療養を受けようとするときは・実

施機関を経由して通知された所得区分を医療機関に申し出ること．としたこと。（第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覧7項）

　なお、当該申出は、所得区分が記載された受給者証等を医療機関に提示するこ

どにより行われるものであること。

　認定を受けた被保険者（70歳以上の低所得者以外の者及び限度額適用認定証・

又は限度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けている者を除く。）が、特

定疾患給付対象療養を受けた場合において、同一の月に伺rの医擦機関から療養

・（国民健康保険法施告令第29条の4第1項第1号に規定する入院療養等、第2

号に掲げる入院療養又は第3号に掲げる入院療養以外の療養に限る。）を受けた

場合については、限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額詔定証の交

付を受けているものとみなし、高額療養費の現物給付の対象とすることとしたこ

と。（第8項）

二　その他所要の改正
　　改正令及び改正省令の施行に伴い、所要の改正を行うこととしたこと。

三　経過措置（改正省令附則第4条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る保険者め認定を受けていない被保険者について

　は、引き続き、従前の高額療養費の支給規定（国民健康保険法施行令第29条の

　2第6項）を適用し、一律に一般所得区分と同額の算定基準額を適用して高額療

　養費の支給を行うこととなるが、平成21年5月から9月までの間、70歳以上

　の現役並み所得者及び医療機関に限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額

　減額認定証を提出して特定疾患給付対象療養を受けた場合の当該療養を受けた者

　については、，健康保険法施行規則第98条の2第1項の申出に基づく保険者の認

　定を受けているものとみなし、特定疾患給付対象療養について所得区分に応じた

　算定基準額を適用して高額療養費の支給を行・うこととする経過措置を設けること

　・としたこと。・



第3　関係省令の一部改正
　　改正令の施行により国民健康保険法施行令第29条の2等の規定が改正されるこ

　とに伴い、次の省令について所要の改正を行うこととしたこと。

　①　国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（昭和38年厚生省令

　　第10号）
　②国民健康保険の事務費負担金等の交付額等の算定に関する省令（昭和47年厚

　　生省令第11号）

Iv　後期高齢者医療制度関係

　第1　高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号）の一部

　　改正（改正令第8条関係）
　　　特定疾患給付対象療養に係る高額療養費に関する事項について、健康保険法施行

　　令の改正に準じた改正を行うこと’としたこと。

第2　高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働省令第129

　号）の一部改正（改正省令第6条及び附則第5条関係）

　　特定疾患給付対象療養に係る後期高齢者医療広域連合の認定に関する事項につい

　て、国民健康保険法施行規則の改正に準じた改正を行うとともに・同令の改正1モ伴

　う経過措置に準じた経過措置を設けることとしたこと。

第3　関係告示の一部改正（平成21年厚生労働省告示第293号及び第294号関

　係）

　　改正令の施行により高齢者の医療の確保に関すう法律施行令第14条の規定が改

　正されることに伴い、次の告示について所要の改正を行うこととしたこと。

　①後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額（平成19年厚

　　生労働省告示第395号）
　②　高齢者の医療の確保に関する法律施行令第＋四条第五項の規定に基づき厚生労

　　働大臣が定める治療及び疾病（平成19年厚生労働省告示第397号）

第三　施行期日

　改正令、改正省令及び関係告示は、平成21年5月1目から施行すること・（改正

令附則第1条及び改正省令附則第1条等関係）



』（別派3）’

1特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業の受給者の場合・所得区分が

わかるように特記事項欄に記’載

畔灘騨暴鞭欝欝窃欝讐毒麟纂離魏耀撫鞭
　　　　　　患治療研究事業の受給者の場合にも広げることで対応

70歳未満 外来・入院

上位所得者 17上位

一般 18一般

低所得者 19低所

70歳以上 外来 入院一

現役並み i7上位 17上位

一般 18一般 18一般

低所得者1・皿 19低所 19低所

※外来にはk調剤、訪問看護を

含む

2．多数回該当への対応

　　　　　　今回の見直しに伴う、特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業の受給者の
　　瞬多数回該当に僻するため、所得鴎こ応じて・頻回該当の稀の特酵項のコードを追力・

　　　　　　する。

70歳未満
多数回該当の

鼾〟i入院のみ）

上位所得者 22多上

一般 23多一

低所得者 24多低

70歳以上
多数回該当の

鼾〟i入院のみ）

現役並み ’22多上

一般 一

低所得者1覗 一

・※多・数向該当の場倉仁は’

　17・」8・19は使用しない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※70歳以上の「一般」と「低

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所得’者」の場合、多数回該
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当・はない。

※特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業に係る多数回該当は、当該事業等の対象療養に係る
高額療養費の支給回数をカウントの対象とする。また、入院のみに適用することとし・外来（在医総等含む）・調剤・訪冊

看護は対象としない。カウント方法は、患者ごと、医療機関ごととする。



（別添4）

5月～9月までの医療機関における特定疾患治療研究事業及び小児慢性特皐疾患治療研究事業の受給者証の
提示パターンとレセプトの取扱いについて

【所得区分の受給者証への反映ができている場合】

提示パターン
レセプトの「特記事項」欄への記載と取扱い

更新後の受給者証 受給考証の所得区分に応じた記載とする

【所得区分の受給者証への反映ができていない場合】

①

②

③

④

提示パターン レセプトのr特記事項」欄への記載と取扱い

更新前の受給者証（受給考証に所得区分φ記

ﾚがないもの）のみ
特記事項へは記載しない

吏新前の受給者証十「3割」　（現役並み所得
ﾒ）の記載が侮る高齢受給者証等

r現役並み」として記載する　　　　’

更新前の受給考証（改正前の様式の余白等に
鞄ｾ区分の記載がある場合）

余白等に記載されている所得区分に応じた記載とする

更新前の受給考証＋限度額適用認定証 限度額適用認定証の適用区分に応じた記載とする

（注1）①については、r特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業に係る高額療養費制度の見直しに伴うr診療報酬
　　請求書等の記載要領等について」等の改正案について」　（平成21年4月7目付け保険課・医療課事務連絡）において示した取扱いと

　　異なるため、留意すること。

（注2）④については医療機関の窓ロで提示があった場合




